
 

 

第 ６７ 回 長 崎 県 副 市 長 会 議 及 び 

第９５回長崎県市長会負担金等適正化委員会 

会 議 次 第           

 

Ⅰ 開 会       

Ⅱ 会長あいさつ 

Ⅲ 開催市あいさつ 

Ⅳ 議長就任 

Ⅴ 議    事    

１ 審 議 事 項 

（１）第 74回中小企業団体全国大会開催費負担金【新規】 

（２）ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金【新規】 

（３）データ連携基盤構築運用費負担金【新規】 

（４）自治体情報セキュリティクラウド運営費負担金【更新】 

（５）（一社）長崎県漁港漁場協会負担金【見直し】 

（６）ながさき移住サポートセンター負担金【見直し】 

 

２ そ の 他 

（１）十八親和銀行による公金手数料有料化等について 

（臨時副市長会議後の経過報告） 

 

Ⅵ 閉     会 

 

開 催 日       令和３年１１月１５日（月） 

       午後１時３０分から 

開 催 地       ホテルフラッグス 九十九島（佐世保市） 
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１ 審 議 事 項 
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負担割合の基本的な考え方について 

 

 負担金等適正化委員会は、各種団体、協議会に対する法令に基づかない負担金、会

費、分担金等（以下、「負担金等」）の支出を抑制するため設けられており、長崎県内

をその範囲とし半数以上の市が関係する各種団体、協議会等への加入又は各種事業へ

の負担の可否及び適正な負担額(率)の決定とその改定などを審議している。 

 これまでの審議の経過の中で、負担金等について、負担すべき事業の内容、事業総

額の妥当性、負担金の必要性などとともに、県と市町、市と町、市間の負担割合につ

いて、議論を重ねてきた。 

 負担割合については、事業内容や受益の範囲等により取扱いが異なっている。また、

負担割合の原則について、明確化されたものや慣例により取り扱っているものがある

ため、これまでの議論を踏まえ、改めてそれぞれの負担割合について次のとおり整理

を行った。 

 

 《県：市町》 

各種イベントや事業に関する負担金については、原則として、県：市町の負担

割合は 1:1 とする。 

（ただし、要望活動等を主たる目的として結成する協議会等の負担金については、

除く。） 

 

 《市：町》 

案件ごとに区分していくこととなるが、直近の国勢調査の人口比（H27 市：町

＝90:10）を目安とし、市の負担としては９０％以下を基本として検討する。（第

88 回負担金等適正化委員会（H26.11.19 開催）での議論を踏まえた整理） 

 

《市間》 

市間の負担割合については、均等割と人口割などを組み合わせるが、他に妥当

な負担割合がない場合は、均等割：人口割＝30:70 の負担割合とする。 

 

 《市間：持ち回り開催》 

原則、開催地が 50％負担し、残りを均等割 30％人口割 70％により分担する。

※第 30 回規制委員会（S58.1 月開催）において、「今後九州大会規模以上の各種

大会開催に係る市長会の負担あるいは助成については、特殊なものを除きこの方

法による。」 
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市長会作成資料 

〔新規〕第 74 回中小企業団体全国大会開催費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  第 74 回中小企業団体全国大会開催費負担金    

２ 大会概要 

本大会は、中小企業者で組織する全国約 3万組合等の意見を総意として取りまとめ、内外

に広く表明するとともに、政府等に対して中小企業の実情と振興施策の強化を訴え、中小企

業の持続的な成長と豊かな地域社会の実現を図ることを目的とする。令和 4年度は長崎県が

開催県にあたり、長崎市で開催するもの。参加予定者 2,000 名 

  

 

 

 

 

３ 負担金額（案） 

類似参考案件として、平成 24 年 11 月に負担金等適正化委員会において、第 56 回中小企

業団体九州大会開催費負担金の審議を行い、以下の考え方で承認を行っており、今回の全

国大会においても同様の考え方としたい。 

 

 

 

                              

県 市町 

3,000 1,500 

（ ２：１ ） 

                                                                                   

 開催市 

負担額 

均等割 

(30%) 

会員数割(70%) 各市 

負担金額 会員比率 会員割額 

開催市 長崎市 675 - - - 675 

各市 

佐世保市  17 29.3% 138 155 

島原市  17 8.3% 39 56 

諫早市  17 15.9% 75 92 

大村市  17 9.4% 44 61 

平戸市  17 2.2% 10 27 

松浦市  17 2.5% 12 29 

対馬市  17 5.4% 26 43 

壱岐市  17 4.7% 22 39 

五島市  17 5.4% 26 43 

西海市  17 2.5% 12 29 

雲仙市  17 6.2% 29 46 

南島原市  17 8.0% 38 55 

合 計 675 204  471 1,350 

市 町 

1,350  150 

（ ９：１ ） 

○主催 全国中小企業団体中央会・長崎県中小企業団体中央会 

○日時：令和 4年 11 月 10 日(木)14:00～16:30(予定) 

○場所：長崎市 出島メッセ長崎   

○事業費：30,000 千円 （うち 4,500 千円を県市町で負担を要望） 

県の 2 分の 1 の額を市と町の人口比（＝9：1）で按分し、そのうち、県下 13 市負担

経費については、開催市が 50％を分担し、残りの額を 12 市で均等割(30%)、会員数割

(70%)により分担する 

【単位：千円】 
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【参考資料】 

⑴ 長崎県中小企業団体中央会からの依頼文【資料 1】  

⑵ 要望趣旨、要望算定（案）【資料 2】 

⑶ 大会企画書、スケジュール【資料 3】 

⑷ 大会収支予算案【資料 4】 

⑸ 九州大会負担金の審議結果【資料 5】 
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市長会作成資料 

〔新規〕ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金    

２ 目的及び事業 

独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）は、2003 年 10 月に前身となる日本貿易振興

会を引き継ぐ形で設立され、海外及び国内事務所のネットワークを活用し、対日投資の促進、

農林水産物・食品の輸出や中堅・中小企業などの海外展開支援に取り組むとともに、調査や

研究を通じ、企業活動や通商政策に貢献することを目的としており、ジェトロ長崎貿易情報

センター（以下、「ジェトロ長崎」という。）は長崎県内企業へのこれら支援等を行う。 

     

     

 

 

３ 趣旨 

ジェトロ長崎の運営事業費については、地元自治体による部分負担（基礎的活動経費の半

額＋事業費）を原則とし、現時点では県及び 7 市 3 町で負担している。(令和 3 年度負担額 

県 11,615 千円 市町計 4,123 千円) 

このジェトロ負担金について、平成 27 年 1 月に総務省政策評価・独立行政法人評価委員

会による見直しの指摘を受け、経済産業省において平成 30 年 8 月に各貿易情報センターの

基礎的経費におけるジェトロと地元自治体との折半負担を原則化し、地元自治体への協力を

求めていくこととなったことから、ジェトロ長崎においても各市町への協力依頼を行ってき

たところである。 

一方で、現状として地元負担額の約 7割の負担となっている長崎県としては、県：市町＝

1:1 との考えがあるものの、令和 2年度予算ではジェトロ長崎の現行体制を維持するための

臨時的な対応として、これまでの負担額に 333 万円増額したところであり、令和 3年度も県

による臨時的な対応が継続したままの状態である。 

そのような背景があり、ジェトロ長崎の地元自治体による負担の分担に向け、県と市町で

の負担割合の統一的なルールを設けようとするもの。 

  

４ 負担金額（案） ※【別添１】参照 

 （１）県:市町＝６：４とする。 

〔理由〕県：市町＝１：１との考え方はあるものの、次のア～イによるもの。 

ア 全国のジェトロ地方事務所における県と市町間の平均負担割合が７：３となってい

ること 

イ 長崎県の場合は、負担金と別にジェトロ長崎事務所の借館料減免措置及び受託事業

費の負担を行っており、これを加味すると実質的には７：３と同程度となること 

 

（２）市：町＝９：１とする。 

 〔理由〕ジェトロ長崎は県内全事業所が利用できる機関であり、負担割合算定には、この

事業所数を用いることが適当であることから、その数値比とするもの。 

 

ジェトロ長崎概要 

〇1965 年に長崎貿易相談所として設置 

○人員体制 4 名（所長 職員 非常勤嘱託員 派遣職員(時短) 令和 3年 4月現在） 
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（３）市間負担分 負担割合は次のとおりとする 

 
均等割 

規模按分 

(事業所数) 

利用按分 

(利用実績) 

割合 30％ 35％ 35％ 

 

〔理由〕市間負担分については、他に妥当な負担割合がない場合の均等割：人口割＝30：

70 を基に、均等割 30 とし、人口割分にはより適当な割合となる規模按分（事業所

数）と利用按分（利用実績）を用いるもの。 

 

【参考資料】 

⑴ ジェトロ長崎からの依頼文【資料 1】  

⑵ 負担金変更理由【資料 2】 

⑶ 2020 年度事業実施報告書【資料 3】 

⑷ 2021～2022 年度収支予算見通し【資料 4】 

⑸ 各都道府県における対応調査結果【資料 5】 

 

 

 - 12 - 



【単位 千円】

均等割 規模按分 利用按分
割合 割合 30% 35% 35%

長崎県 -- -- -- -- 6割 -- 9,443 -- -- -- 11,615

長崎市 18,840 30.4% 587 41.7% 1,699 131 670 898 1,923

佐世保市 10,769 17.4% 184 13.1% 795 131 383 281 950

島原市 2,603 4.2% 67 4.8% 326 131 92 103 100

諫早市 5,990 9.7% 62 4.4% 439 131 213 95 100

大村市 3,371 5.4% 117 8.3% 430 131 120 179 150

平戸市 1,705 2.7% 57 4.0% 279 131 61 87 0

松浦市 1,022 1.6% 26 1.8% 207 131 36 40 0

対馬市 1,945 3.1% 13 0.9% 220 131 69 20 0

壱岐市 1,519 2.4% 31 2.2% 232 131 54 47 0

五島市 2,322 3.7% 17 1.2% 239 131 83 25 0

西海市 1,121 1.8% 4 0.3% 177 131 40 6 200

雲仙市 2,083 3.4% 57 4.0% 292 131 74 87 200

南島原市 2,444 3.9% 74 5.3% 331 131 87 113 0

市 合計 55,734 89.9% 1,296 92.0% 5,666 1,703 1,982 1,981 3,623

長与町 1,145 1.8% 10 0.7% 100

時津町 1,371 2.2% 16 1.1% 0

東彼杵町 296 0.5% 6 0.4% 0

川棚町 544 0.9% 3 0.2% 0

波佐見町 950 1.5% 15 1.1% 100

小値賀町 156 0.3% 0 0.0% 0

佐々町 667 1.1% 4 0.3% 0

新上五島町 1,165 1.9% 58 4.1% 300

町 合計 6,294 10.1% 112 8.0% 629 500

62,028 100.0% 1,408 100.0% 6,295 4,123

-- -- -- -- 15,738 15,738

(*3) 県内各地の事業者の海外ECサイトへの販売を促進するものであり広域に受益者を有することから、負担金の性格に近いもの

ジェトロ長崎貿易情報センター運営費負担金額（案）

R3年度
負担金

629

負担割合

4割

9
割

１
割

350万円(*３)を加味し、実質的には県：市町の負担割合は、全国平均である７：３の負担と同程度となるため

(*1) 直近の経済センサス（平成28年経済センサス）の集計値を引用
(*2) 直近3年間（H30～R2）のジェトロ長崎主催セミナーへの参加者数及びジェトロ長崎への貿易投資相談件数(県庁、大学等は除いたもの）の合計数で按分、括弧内はうちセミナー参加者数。

県 市 町 合 計

地 域

市

町

市 町 合 計

事業所数
R4年度

負担金(案)
ジェトロ
利用件数

県：市町＝６：４の考え方⇒これに、県が負担する形となっている借館料減免305,592円/年及びジャパンモール出展支援事業受託料

(*2)(*1)
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市長会作成資料 

〔新規〕データ連携基盤構築運用費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  データ連携基盤構築運用費負担金    

２ 趣旨 

長崎県において、自治体や民間などの各主体が個別に有する多種多様なデータについて集

積するとともに、連携・利活用するためのシステムとして、新たに県下統合したデータ連携

基盤を構築し、住民の安全安心な質の高い生活や、新たなサービスの創出による産業振興、

精度の高い施策の推進などを図るもの。 

この地方自治体における ICT 利活用・デジタル改革を推進するためには、データ利活用の

ベースとなるプラットフォームの構築が必要となる中、実効性の高い利活用等を実現するた

めには、各自治体が個別に構築するよりも、県・市町が一体となり構築することが効率的、

効果的であることから、県・市町にてデータ連携をするとともに、財源についても負担する

もの。 

なお、データ連携基盤構築について、全市町から参加意向があっている。 

 

４ 負担金の考え方 ※【別添１】参照 

（１）費用区分 

R4 年度以降の必要経費合計 20,000 千円（現時点での概算） 

※API (Application Programming Interface)・・外部からデータを共有・利用できるようにした 

インターフェイス 

（２）負担金額（案）  

 当該基盤の受益者は住民であることを踏まえ、運用にかかる費用（維持管理経費及び

API 開発等経費）について、県：市町＝１：１及び市：町＝９：１としたうえで、市間

の按分方法について、維持管理経費は人口規模や利用頻度に関わりなく維持管理にかか

る費用であることから均等割とし、API 開発等経費は住民数に応じた人口割とする。 

  

年度 費用区分 内容 費用 市町負担 

R3 年度 初期構築経費 
初期構築経費は、長崎県において国

庫補助を活用し構築 

21,500 千円 

(予算額) 
なし 

R4 年度 

以降 

維持管理経費 基盤の構築・維持管理にかかる費用 
10,000千円/年 

 (概算額) 
あり 

API※開発等経費 API 開発・技術支援等にかかる費用 
10,000 千円/年 

 (概算額) 
あり 
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【参考資料】 

⑴ 長崎県次世代情報化推進室からの依頼文【資料 1】  

⑵ データ連携基盤の構築について【資料 2】 

〔県資料 １－１.本県における課題（2040 年問題）  

～ １－８.“目指す姿”実現へのロードマップ（案）〕 

⑶ 令和 3年度の取組【資料 3】 

〔県資料 ２－１.令和 3年度の全体スケジュール（案） 

 ～ ２－８.令和 3年度 収集対象の推奨データセットについて 〕 

⑷ 令和 4年度以降の取組【資料 4】 

〔県資料 ３－１.データ連携基盤の充実・強化（令和 4年度～）（案）  

～ ３－１１.官民での運営体制（協議会）イメージ〕 
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１１．データ連携基盤に係る県・市町における負担割合について（案）

データ連携基盤
運用に必要な経費 ＝ ＋

①データ連携基盤の利活用頻度に
関わりなく基盤の維持管理に係る
費用

②データ利活用に係るAPI開発・技術
支援及び、データ収集に必要な費用

負担割合の
基本的な
考え方(案）

当該データ連携基盤の受益者は、
「県民・市民・町民」である

県／市町の
負担割合 県：市町＝１：１

市町における
負担割合

市：町＝９：１
とした上で、人口規模、
基盤の利活用頻度に
関わりなく維持管理に
係る費用も勘案

均等按分① 維持管理経費は、

人口按分② API開発等経費は、

データ連携基盤の運用に必要な費用 合計 約２０，０００千円

■ 令和4年度以降における、データ連携基盤の運用に必要となる費用については、今年秋に予定し
ているデータ連携基盤構築に係る入札結果によるが、現時点においては、県において令和3年度当
初予算要求時に民間事業者から徴取した見積もりを参考にお示ししています。

① 基盤の構築・維持管理に係る費用
約１０，０００千円/年

② API開発・技術支援等に係る費用
約１０，０００千円/年

＋
具体的な
所要額
(概算）

1
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１２．データ連携基盤に係る県・市町における負担見込額（案）

■ 負担額算定ルールに則り、所要経費（概算）に基づき県・市町の負担見込額は、以下のとおりです。
※ なお、当該見込額の試算は、県及び市町における負担割合を明示化するものであり、市町間における
負担割合(負担見込額）については、あくまでも参考として試算したもの。

(単位：千円） (単位：千円）

総合計 10,000 10,000 20,000 五島市 346.2 132.9 479.1

長崎県 5,000 5,000 10,000 西海市 346.2 101.0 447.2

市町計 5,000 5,000 10,000 雲仙市 346.2 158.3 504.5

長崎市 346.2 1,561.6 1,907.8 南島原市 346.2 161.8 508.0

佐世保市 346.2 937.1 1,283.3 長与町 62.5 148.0 210.5

島原市 346.2 165.3 511.5 時津町 62.5 104.4 166.9

諫早市 346.2 514.8 861.0 東彼杵町 62.5 27.4 89.9

大村市 346.2 367.9 714.1 川棚町 62.5 48.0 110.5

平戸市 346.2 111.2 457.4 波佐見町 62.5 51.3 113.8

松浦市 346.2 82.2 428.4 小値賀町 62.5 8.1 70.6

対馬市 346.2 109.9 456.1 佐々町 62.5 49.9 112.4

壱岐市 346.2 96.1 442.3 新上五島町 62.5 62.8 125.3

市町名 ①維持・管理
按分額

②API開発等
按分額 負担額合計 市町名 ①維持・管理

按分額
②API開発等
按分額 負担額合計

2
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R 0 3 - 1 5 4 0 0 - 0 0 3 8 7 
令 和 ３ 年 7 月 2 9 日 

 
長崎県市長会事務局長 様 

 

 長崎県次世代情報化推進室長 

（公 印 省 略）   

 

 
データ連携基盤構築に係る市町負担金について（依頼） 

 

本県の Society5.0 実現に向けた各種施策の推進につきましては、日頃より格別の 

ご支援を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、社会のデジタル化やオンライン化が進展する中、データの利活用による地域

課題の解決、新サービスの創出、生産性向上が大変重要となってきております。 

そこで、今回、県と市町が連携し、行政や民間の有する多種多様なデータの集積・

共有・活用を可能とする、国の示すアーキテクチャに準拠したデータ連携基盤を構築

し、分野間・地域間のデータ連携・流通を図ってまいりたいと考えております。 

当該基盤については、人口減少、少子高齢化が進行する各地域における、住民の  

安全・安心確保、地域活性化、行政による施策の実効性向上などの実現において必要

不可欠なものと考えております。 

 つきましては、別添のとおり関係書類を提出いたしますので、各市とも厳しい財政

状況の中とは存じますが、負担金への協力についてご高配いただけますと幸いです。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 

 

（添付資料） 

  ・ データ連携基盤構築について（概要版） 

  ・ データ連携基盤構築について 
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〇 ⾧崎県の総人口は１９６０年にピークを迎え、２０１５年の１３７．７万人に対し、２０４０年には１０５．３万人まで減少することが見込まれている。

○ 老齢人口は、国が２０４０年にピークを迎えるのに対し、国より１５年も早い２０２５年にピークを迎える。

○ 生産年齢人口は１９８５年にピークを迎え、その後国より早いスピードで減少、２０４０年には全体の５割を切ることが見込まれている。

行政や民間の有する多種多様なデータの連携を実現する基盤を整備し、データを最大限利活用することで、
地域課題の解決、生産性の向上、住民のQOL向上を推進（2040年問題への対応）

今後、AIやロボット、IoT、5Gなどの先端技術の劇的な発展、データ流通量の拡大が見込まれている。

3

１－１．本県における課題（2040年問題）

県・市町における課題解決、地域活性化、産業振興

※概要版
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4

１－２．データ連携基盤の位置づけ

地域内外の様々なデータを連携することで、データ利活用による
地域課題解決、生産性向上、新サービスの創出 など

デ
ー
タ
連
携
基
盤

県 市町

民間国

各主体の有する
あらゆるデータを集積

（基本、それぞれの保存場所からAPIにより収集）

集積したデータを連携・活用

県民・市民・町民
の安全安心な質
の高い生活

新たなサービスの
創出による県内
企業の振興

データに基づいた
精度の高い施
策の構築

本県における「データ連携基盤」

国の示すアーキテクチャに
準拠した環境を構築

（柔軟な連携、拡張が可能）

県と市町が連携し広域的に
整備することで、データ連携
の効率化、効果の最大化

データ利活用による
新サービス創出により

地域課題の解決、住民の
QOL向上等を図る

※概要版
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5

１－３．データ連携基盤による地域間連携・分野間連携の事例（香川県高松市）

出典:内閣府 「スマートシティ ガイドブック（第一版）」

災害発生時の避難
指示発出など、

行政判断の基礎情報

※概要版

「見える化」した
ものの活用

住民へオープンな情報
として公開
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●データ連携基盤（都市OS）とは （参考:内閣府「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」および「スマートシティの推進に向けて」）

• 地域内外の様々なデータを仲介して連携させ、各都市における成果の横展開を可能とする仕組み。
• 国のスマートシティの推進において、各都市でデータ連携基盤を整備し、広域的な連携を図ることで、都市の抱える多様な地域課題

を解決し、Society5.0を実現することが提起されている。
• また、データ連携基盤の方式として、データ蓄積方式ではなく分散型方式を志向することが示された。※1

※1.ただし、災害対応や、地域から求められる機能を提供するために最低限必要となる蓄積や、ビッグデータを解析する場合などは例外的に蓄積を許容する。

• データ連携基盤を構築し、利活用した自治体も出てきている。（高松市、加古川市、富山市、大阪府、京都府など）

出典:スマートシティガイドブック6

１－４．データ連携基盤（都市OS）とは
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Society5.0の実現

データ連携基盤

観光 福祉・子育て

⾧崎県 県内各市町 県内外企業 ビッグデータ・センサーデータ

・MaaS/交通情報
・移動支援

交通

産業振興

・スマート水道
・スマート電力

公共インフラ

全体最適化
データ分析地図化

・観光振興
・観光統計分析
・人流/口コミ

・避難所状況
・災害想定区域
・気象/災害状況

・高齢者見守り
・児童見守り
・災害時要支援

・スマート農業
・スマート漁業
・産業統計分析

広域防災

県と市町、民間が連携し、県内の多種多様なデータを利活用することにより、地域課題の解決や新サー
ビスの創出等を図り、住民の豊かで質の高い生活の実現及び県内各地における産業振興を目指します。

１－５．データ連携基盤により目指す姿（イメージ）

7

※概要版
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１－６．“目指す姿”実現に向けたエコサイクル

⑥地域課題の解決、産業振興、QOLの向上

③ 県内のデータが連携を実現

④ 広域的なサービスの創出

⑤ 分野横断的なサービスの創出 ① 行政/民間データのオープン化

② 県内のデータの標準化

データ連携基盤

・ 地域における労働力不足、地域コミュニティの衰退
・ 離島・半島地域などの条件不利地域

地域
課題

※概要版

・ 利用したい行政データが公開されていない
・ 民間のデータオープン化の取組が少ない

地域
課題

・ データのフォーマットが整っていない
・ 必要なデータ項目が不足している

地域
課題

・ データを集めて連携する仕組みがない
・ データの見える化が出来ていない

地域
課題

・ データが自治体毎でバラバラ
・ 県全体のデータが簡単に利用できない

地域
課題

・ データのありかが分野毎に分かれている
・ サービス間での分野連携が難しい

地域
課題
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行政データ
市町

データ
アセット

データ
連携
基盤

ダッシュボード（地図）サービス

API公開

データ公開

ユーザ管理API管理 認証・認可

9

行政データ
県

観測データ
気象庁

民間データ
交通機関

防災 観光 防災 観光 雨量 バス 船

防災

避難
場所

ハザード
マップ 雨量

観光

観光
施設

公共
施設

交通
情報

サービス管理

データ仲介

データ管理

APIAPI

オープンデータを入手

[BODIK ODCS] [BODIK ODCS] [気象庁HP] [各社HPなど]

データ
蓄積

データ連携

API

XML電文・CSV
API API

１－７．データ連携基盤の機能とアーキテクチャーへの準拠 ①

• 県、市町連携により構築を目指すデータ連携基盤は、国が示すアーキテクチャ（内閣府「スマートシティリファレンスアーキテクチャ ホワイトペーパー」
（2020年第一版））準拠したものとする。→ 他のデータ連携基盤との相互運用性の向上、全国的なデータ取り込みの容易性向上など

• 各市町との協議の中で、「データの可視化」に関する要望が多くあったため、集積されたデータをグラフや地図などで可視化し、一元的に表示
する「ダッシュボード」を備える構成とする。

出典）内閣府「スマートシティリファレンスアーキテクチャ」

その他、機能面で前提となる要件
・クラウド上で構築し、柔軟な機能追加など、拡張容易性を有する。
・標準的なAPI等でデータを提供し、相互運用性を可能とする。
・データ連携機能によりデータを集積し、データ流通を可能とする。
・環境はブラウザベースでアクセス・操作可能

拡張容易性
（つづけられる）

相互運用性
（つながる）

データ流通
（ながれる）

データ連携基盤の３要素データ連携基盤の３要素
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構成層 機能群 機 能 説 明

スマートシティサービス ダッシュボード ダッシュボード 蓄積した様々なデータをグラフ等で可視化する機能

地図 地理情報を含んだデータを地図上で可視化する機能

機能（サービス） サービス連携 API公開 データをAPIとして提供する機能

API管理 公開したAPIの管理

サービスマネジメント サービス管理 APIを利用するサービスの管理機能

認証 認証・認可 APIへのアクセス権限を制御する機能、APIキー、認証・認可機能

ユーザ管理 管理画面へのアクセス権限制御などのユーザ管理機能

データ データマネジメント データ管理 データの参照・更新履歴を蓄積・参照する機能

データ公開 データを一覧化し、利用方法を公開するポータルサイト

データ仲介 存在するモノ・コトをデータとして統合管理する機能

データストレージ データを蓄積し、分析ツール等へのインターフェースを提供する機能

データ連携 アセットマネジメント デバイス管理 IoTセンサー等のデバイス管理やシステム管理の機能

外部データ連携 外部データ連携 標準的なAPIを始め、様々なインターフェースに対応可能な、外部システムとの接続機能
外部データを定期的に確認しデータを更新する機能

共通機能 セキュリティ セキュリティ システムのセキュリティ対応、ロギング、監視機能など

運用 運用 バックアップ・障害対応、パフォーマンス管理

１－７．データ連携基盤の機能とアーキテクチャーへの準拠 ②
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１－８． “目指す姿”実現へのロードマップ（案）

長
崎
県
で
の
デ
ー
タ
連
携
基
盤
へ
の
取
組

協
議
会
運
営

目指す姿

サービス化 複数サービスの創出 多種多様なサービスの創出

テーマに合わせたデータ連携・API開発構
築
準
備

行政データの連携・蓄積、データの標準化、オープン化推進

民間データ（センサーデータ・ビッグデータなど）の連携・蓄積、データの標準化、オープン化推進

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

最初のテーマ（防災・観光）

初
期
構
築

多種多様なテーマ

全市町オープ
ンデータ化

ダッシュ
ボード

協議会立ち上げの
検討・準備

協議会の
立ち上げ

民間企業の参画への協議

協議会運営を通した
データ利活用サービス創出

民間/行政での持続可能な
運営体制の確立

● 行政/民間データの県下
統合したデータ連携基盤の
確立

● 行政/民間での持続可能
な運営体制・ビジネスモデ
ルの確立

● データを利用した多種多
様なサービス創出

● データの標準化、オープン
化

● ビッグデータ分析に基づく施
策構築、経営戦略構築の
実現

● 行政/民間データの県下
統合したデータ連携基盤の
確立

● 行政/民間での持続可能
な運営体制・ビジネスモデ
ルの確立

● データを利用した多種多
様なサービス創出

● データの標準化、オープン
化

● ビッグデータ分析に基づく施
策構築、経営戦略構築の
実現

サービス
創出

匿名加工情報、PHR、オプトインサービスなどの取り扱い検討

データ提供・
フィードバック

統計分析・データ分析
に向けた準備 ビッグデータ分析・将来予測モデル

テーマ選定 新しいテーマ

テーマ
選定 新しいテーマ

テーマ選定

※概要版
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項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 令和4年
度以降

国の補助
事業

構築
（技術調
査・入札・
構築)

県・市町

民間

オープンデータカタログサイト開設

取組内容・負担金に関する協議

採
択
選
定

交
付
決
定

技
術
評
価

入
札

告
示

契
約

データ連携基盤初期構築
・データ連携・API開発

データのオープン化・標準化

民間データ収集（交通情報など、）

民間データのオープンデータ化に関する協議と意識啓発

令和4年度以降の取組検討・協議

データ連携促進型
スマートシティ事業

サー
ビス
利用
準備

技術調査

２－１．令和３年度の全体スケジュール（案）

13

データ連携基盤の運営スキームについての協議

テスト
運用

本格
運用

追加
開発

事
業
応
募

サー
ビス
利用
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14

２－２．令和3年度に集積するデータや開発するAPI等について

• 令和3年度においては、 「①データを集積する機能、②集積したデータをAPIで公開する機能、③ダッシュボードなどで可視化」 に取組

防災

避難
場所

ハザード
マップ 雨量

観光

観光
施設

公共
施設

交通
情報

データの 集積（API等による自動化）

データカタログサイト APIポータル

・防災関連データ
・観光関連データ

など

・避難場所一覧
・観光施設一覧
・気象観測データ

データの 共有（カタログサイトやAPI等）データの 活用（地図・ダッシュボード等）デ
ー
タ
連
携
基
盤

県下統合したデータやAPIを
ダッシュボードや、観光や防災サービスに提供

行政データ
市町

行政データ
県

観測データ
気象庁

民間データ
交通機関

防災 観光 防災 観光 雨量 バス 船

GTFSを入手

[BODIK ODCS] [BODIK ODCS] [気象庁HP] [各社HPなど]

XML電文・CSVAPI API

①

No データを集積する機能 対象データ
1 市町オープンデータカタログサイトからデータを自動で取得し更新する機能 緊急指定避難場所一覧、公共施設一覧 など
2 県オープンデータカタログサイトからデータを自動で取得し更新する機能 観光施設一覧 など
3 交通機関のHP等からデータを取得し更新する機能 バス会社・フェリー会社のGTFSデータ
4 気象庁の観測データを自動で収集する機能 気象観測データ

②

No 取得可能なデータ 提供形態
1 県内の緊急指定避難場所一覧 オープンAPI、データカタログ
2 県内の公共施設一覧 オープンAPI、データカタログ
3 県内の観光施設一覧 オープンAPI、データカタログ
4 県内の気象観測データ（アメダス） オープンAPI、データカタログ

③ 集積したデータを統合した形でAPI等で公開
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２－３．ダッシュボードの整備

• 各市町との協議の中で、「データの可視化」に関する要望が多くあった。そのため、集積されたデータをグラフや地図などで一元的に可視化
（「ダッシュボード」の整備。）

• 様々なデータを重ねて表示し公開することで、地域住民への行政サービスとしての情報提供が可能

• 他都市での事例ではダッシュボードとして地図を利用したケースが多く、今回のデータ連携基盤においても地図機能を装備

出典）札幌 DATA-SMART CITY HP

札幌市内の施設情報（学校、保育施設、コミュニティ施設など）をカテゴリ毎に表示。地区毎の表示も可能となっている。

北海道札幌市の例

地区ごとに表示

カテゴリ毎に表示

※概要版
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２－４．令和３年度末でのダッシュボードのイメージ

ダッシュボードで見たい情報（データ）を可視化

防災

指定
避難所

災害危険
区域 雨量

観光

観光
施設

公共
施設 交通経路

データの 集積（API等による自動化）

データカタログサイト APIポータル

・防災関連データ
・観光関連データ

など

・避難所一覧
・観光施設一覧
・気象観測データ

データの 共有（カタログサイトやAPI等）データの 活用（ダッシュボード（地図））デ
ー
タ
連
携
基
盤

防災 観光

観光や防災サービスに提供予定

観光施設、交通情報、公共施設一覧などの情報を重ね合わせて表示避難所情報、ハザードマップ、気象観測データを行政区域を越えて表示

令和４年度以降、さらにデータを追加し、地域住民向けサービスや行政判断に活用

ハザードマップ＋避難場所 観光施設＋公共施設 交通情報（バス・フェリー）気象観測データ

見たいテーマ毎や市町毎など、データを選んで重ね合わせて表示
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２－５．オープンデータカタログサイト（BODIK ODCS）との連携

出典）ISIT提供資料

九州先端科学技術研究所（以下、「ISIT」という）により運営されている「オープンデータカタログサイト（BODIK ODCS）」と

本県のデータ連携基盤をAPI連携し、データ流動性を高める。
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２－６．データ連携基盤とオープンデータカタログサイト（BODIK ODCS）との機能面の違い

• データ連携基盤では、行政オープンデータに限らず様々なデータの収集・取扱いが可能であり、収集したデータを利用したAPI開発、
サービスの展開、複数のデータを重ね合わせたダッシュボード（地図上）での可視化 が可能となり、データ利活用の場となる。

項目 データ連携基盤 BODIK ODCS

データ収集 柔軟なデータ収集の機能を備えている
（APIを利用したデータ取得、スケジュール機能、など）

データ収集を行うには新規開発が必要

取扱い可能な
データ

様々な区分のデータを取扱い可能
（行政オープンデータ、民間データ、センサーデータ、クローズドなデータ等）

オープンデータのみ取扱い可能

API機能 個別のAPIを開発し、利用するサービスに合わせて公開可能
（個別のAPI開発、APIを経由したサービス管理、APIキーなどのセキュリ
ティ機能がある）

データセットごとにオープンAPIとして公開可能
（CSV等で登録したデータをオープンAPI（CKAN API）で公開
可能）

ダッシュボード 複数のデータを一つの画面や地図で可視化できる
（テーマ毎のデータの表示、地図上のデータの重ね合わせが可能）

データセットごとにグラフ化や地図化は可能

データ連携 データ連携基盤との相互連携が可能、地域間連携が容易 データ連携基盤へのデータ提供は可能

各自治体の行政オープンデータ公開の場様々なデータを連携させ利活用する場

行政オープンデータ
BODIK 行政データ 民間データ 民間オープンデータ センサーデータ ビッグデータ

データ連携基盤
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観 光 分 野

各市町
オープンデータ
(指定避難所等)

行政データ
市町

(公共施設一覧)

集積したデータを
地図上で可視化し公開

令和４年度以降
観光統計情報、人流
データ

民間データ
交通情報

（バス、船）

行政データ
県

(観光施設情報)

＜目指す姿＞
・ 観光関連情報、交通機関の運行経路や停留所などスポット情報を
オープンデータ化し、可視化することで観光情報の発信に貢献

・観光関係者がデータに基づいた、より効果のある観光コンテンツ構築
を行うことを支援し、各地域の観光客の増加に貢献

＜目指す姿＞
・ 浸水想定区域、土砂災害警戒区域の情報を集積し、災害発生時
の状況把握による避難判断の早期化に貢献

・ 災害発生時の周辺の被災状況、避難所の状況などに応じた、市町
域を越えた、適切な避難誘導に貢献

防 災 分 野

● ⾧崎県の取組
・ 浸水想定区域、土砂災害警戒区域のデータの整理とオープン化

各市町
オープンデータ
(指定避難所等)

行政データ
市町

(指定避難所)

令和4年度以降
県・市町・民間の雨量
計・水位計のデータ

観測データ
気象庁

(雨量、風速など)

行政データ
県

(浸水想定区域・土
砂災害警戒区域)

19

● 県内各市町の取組
・ 指定緊急避難場所一覧等の防災情報のデータの整理とオープン化

● 令和４年度以降
・ 県・市町・民間の雨量計・水位計のデータの連携など検討

● ⾧崎県の取組
・ 観光施設情報のデータの整理とオープン化

● 県内各市町の取組
・ 公共施設一覧等の観光情報のデータの整理とオープン化

● 令和４年度以降
・ 観光統計情報、交通情報の追加、人流データの連携など検討

２－７．データ連携基盤において取り組むテーマ（令和３年度） ①

集積したデータを
地図上で可視化し公開

集めたデータを連携

集めたデータを連携

※概要版
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２－７．データ連携基盤において取り組むテーマ（令和３年度） ②

カテゴリ 種類 概要 ファイル形式 データの所管
防災分野 土砂災害警戒区域 土砂災害法に基づいて指定された災害危険区域 shapeファイル 県砂防課

防災分野 砂防指定地等 砂防指定法（砂防事業実施時の危険区域）での指定区域
区分としては、地すべり防止区域、急傾斜値崩壊危険区域 などがある

shapeファイル 県砂防課

防災分野 浸水想定区域 県内の２級河川（29か所）と国管轄の１級河川（本明側）の合計30か所
L1（計画規模）、L2（想定最大、浸水継続時間、家屋倒壊）の4種類

shapeファイル 県河川課

防災分野 指定緊急避難場所一覧 指定緊急避難場所一覧（指定避難所のデータを包含） CSV 県内各市町

防災分野 気象データ まずは気象庁の観測データ（県内17か所）を取得する XML、CSVなど 気象庁

観光分野 観光施設情報 ⾧崎旅ネットに掲載されている観光施設やスポット（約1200か所）の基本情報 CSV ⾧崎県観光連盟

観光分野 公共施設一覧 各市町の公共施設一覧。美術館などの観光施設、公園や運動場、図書館等の施
設など複数の区分があるため、可能なものから公開。

CSV 県内各市町

観光分野 交通機関（バス・船）
交通情報

交通機関（バスや船）の時刻表や停留所のデータで、Googleや交通アプリに提供
することで経路探索などが可能となる。既に公開されているデータをまずは取り込む。

GTFSファイル ⾧崎県営バス、
各船会社
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No. 推奨データセット名 分類 説明 公開している市町数
1 AED設置箇所一覧 社会保障・衛生 AEDの設置個所についての一覧 4市町

2 介護サービス事業所一覧 社会保障・衛生 介護サービス事業者の一覧 5市町

3 医療機関一覧 社会保障・衛生 病院・診療所についての一覧 13市町

4 文化財一覧 教育・文化・スポーツ・生活 国もしくは地方公共団体が指定、登録、選定等を行った文化財に
ついての一覧

5市町

5 観光施設一覧 観光・運輸 観光施設の情報の一覧 13市町

6 イベント一覧 観光・運輸 各地方公共団体にて開催されるイベントの一覧 4市町

7 公衆無線LANアクセスポイント一覧 情報通信・科学技術 公衆無線LANアクセスポイントの一覧 2市町

8 公衆トイレ一覧 社会保障・衛生 公衆トイレの一覧 4市町

9 消防水利施設一覧 司法・安全・環境 消防水利施設の一覧 3市町

10 指定緊急避難場所一覧 司法・安全・環境 市区町村から提供される指定緊急避難場所の一覧 16市町

11 地域・年齢別人口 人口・世帯 住民基本台帳に基づく地域・年齢別の人口一覧 15市町

12 公共施設一覧 行財政 公共施設の一覧 14市町

13 子育て施設一覧 教育・文化・スポーツ・生活 幼稚園、保育園、認定こども園、放課後児童クラブ、児童館の一
覧

6市町

14 オープンデータ一覧 その他 オープンデータ化されているデータセットの一覧 14市町

２－８．令和３年度 収集対象の推奨データセットについて

テーマに合わせて、推奨データセットを整備し、データ連携基盤に集積していく

政府CIOポータル 推奨データセット（基本編）

21
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３－１．データ連携基盤の充実・強化（令和４年度～）（案）

民間データ
交通情報

観測データ
気象

行政データ
市町

行政データ
県

防災

気象庁

民間バス 他

観光

データの 集積（API等による自動化）

データの 共有（カタログサイトやAPI等）データの 活用（地図・ダッシュボード、サービス等）デ
ー
タ
連
携
基
盤

市町 民間

県
防災 観光 防災 観光

県営バス
福祉 福祉子育て 子育て

福祉 子育て

ビッグデータ
統計データ

人流データ

国統計船

民間サービスに
データやAPIを提供

【データ連携】
・ 防災・観光データの拡充
・ 追加分野（福祉・子育て等）

のデータを収集

ダッシュボードに表示するデータを充実さ
せ、住民の利便性向上に寄与する

サービス化ダッシュ
ボード サービス利用 サービス開発

広域的なサービスを開発
民間・市町でサービス開発

（例:観光支援アプリ、避難支援アプリ）

公共 ・・・ 防犯 ・・・
【個人情報関連データの活用】

・匿名加工情報やオプトイン、PHR等
の取扱手法の研究

【サービスの創出】
・ ダッシュボードのサービス化
・ 民間サービスの利用
・ 広域的なサービスの開発

・・・

より住民向けの分野に対する要望あり

【データの充実】
・ 行政、民間データのオープン化推進

■ データ連携基盤は、常にデータの充実、機能の強化を図っていく。（内容等については、参画しているメンバー（市町、県など）で協議）

※概要版
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shinkou03
資料4



データ
アセット

データ
連携
基盤

サービス サービス（アプリ、システム、サイト）

API公開

データ公開

ユーザ管理API管理 認証・認可サービス管理

データ仲介

データ管理

外部データ連携

初期環境構築

① テーマに合わせてデータを収集・連携
② ダッシュボード（地図）にデータを追加し、地域住民向けのサービス化
③ 民間サービスにデータやAPIを提供し、サービスを利用・横展開
④ 広域的なサービスの開発

・障害対応、バージョンアップ
・パフォーマンス、容量管理
・セキュリティ対応
・問合せ対応、データ利用支援
・データ連携基盤サービス提供

令和3年度 県予算で対応

API開発・技術支援費（概算:１０００万円）

市町 行政データ その他・民間データ
防災

福祉

観光

防犯

公共

・・・

県 行政データ
防災

農林

観光

水産

公共

・・・

他都市
データ

センサー PHR

人流 交通 気象

防災 観光 福祉交通 防犯 農林 水産

API API API API API API API

ダッシュボード（地図）

３－２．データ連携基盤の運営スキーム（案）

維持管理経費
（概算:１０００万円）

市町担当者の操作(想定）

・ ダッシュボードの操作
・ 手動でのデータアップロード
・ 開発済みの連携機能を利用した
データ追加 (基本は委託)

①

③

④⑤

⑤ 多様な主体（大学・高専、市民団体など）、市
町独自のサービス開発にも活用可能

30

※概要版

⇒ データの充実、機能の強化、サービス創出

②④
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３－３．データ連携基盤を活用したサービス創出に向けた取組

① テーマに合わせてデータを収集・連携する
令和３年度に取り組む防災・観光の分野のデータを拡張する。また、市町・県で新たに取り組むべきテーマについて協議・検討を行い、
年度毎にテーマを決めて、データの収集、APIの開発を行う。
令和4年度については、市町からは、より住民に向けた分野への要望があったため、福祉や子育て、医療などの分野を候補と考えている。

② ダッシュボード（地図）にデータを追加し、地域住民へのサービス化
収集・連携したデータをダッシュボードで可視化する。また、民間データの取り込みを推進する。
テーマ毎に必要な情報が一元的に確認できるようになることで、地域住民の利便性向上につながるサービスとして強化していく。

③ 民間サービスにデータやAPIを提供し、サービスを利用・横展開
民間事業者へデータ連携基盤へ集積したデータやAPIを提供し、サービス利用・横展開を推進する。
民間事業者、ひいては地域住民の求めるサービスやデータを把握し、必要となるデータのオープン化を進める。
データを利用したサービスを開発した民間事業者とは連携し、結果のフィードバックを得られる関係を構築する。

④ 広域的なサービスの開発
市町・県で協議したテーマに合わせて、⾧崎県内で広域的に利用可能なサービスを開発する。
例）大阪府の赤ちゃん駅マップ:子育て分野での広域的なサービス

⑤ 多様な主体（大学・高専、市民団体など）でのサービス開発
※市町での独自のサービス開発も可能
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（大阪府資料より引用）

３－４．他県における広域的なサービス例（大阪府）

・大阪府全域の授乳場所やおむつ替え可能な場所を表示
目的地までの経路検索も可能となっている

・地区毎、カテゴリ毎の表示も可能

■ 大阪府が府内全市町村とデータ連携基盤を利用し、府内全域で利用できるサービスを提供している。
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３－５．民間事業者におけるオープンデータのニーズ（例）

カテゴリ データを活用した取組の方向性 要望データ
観光 観光施設情報をMaaSアプリに取り込むにあたり、自由に使える観光施設の基礎情報や写真

データがあると助かる。また、バス停の情報などについてGTFSデータが自由に利用できると取組
を推進することができる。

・観光施設情報
・観光施設の写真データ
・バス会社のGTFSデータ

防災 不動産会社での重要事項説明において、近隣の災害危険区域の情報を伝える必要があり、専
用の地図を作製したいと考えている。⾧崎で展開するにあたり、ハザードマップや既往災害情報が
利用できると取組を推進することができる。また、指定避難所一覧があれば、地図に反映したい。

・指定避難所一覧
・ハザードマップ
・既往災害情報

防災 県内で避難所支援アプリを展開している。広域的に展開するにあたって、近隣市町の避難所一
覧があると取組やすい。また、公衆トイレの情報や⾧崎バスや⾧崎県営バスの交通情報
（GTFSデータ）を取り込むことができたら、避難所への移動経路支援に利用できる。

・指定避難所一覧
・公衆トイレ場所
・バス会社のGTFSデータ

公共 離島本土間の橋の通行止め情報の事前通知アプリの開発のため、⾧崎県内の風速データがあ
れば利用したい。

・風速情報

防災 雨量計を導入し、災害時の行政判断支援に利用いただいいてる。現在、独自の地図上に雨量
情報を表示しているが、県のもつ雨量計のデータも反映したいと考えている。

・雨量データ

防災 防災アプリの新機能を開発するため、浸水想定区域の最新版を提供して欲しい。
また、避難所の基礎情報や開閉情報がAPI等での提供があれば取り込みたい。

・浸水想定区域
・避難所情報（開閉情報）

33

■ 民間事業者によるデータ連携基盤を活用したサービス創出を促進していくためには、民間事業者の求めるデータをオープン化すること
が必要不可欠。
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No. 推奨データセット名 分類 説明 公開している市町数
1 候補 AED設置箇所一覧 社会保障・衛生 AEDの設置個所についての一覧 4市町

2 候補 介護サービス事業所一覧 社会保障・衛生 介護サービス事業者の一覧 5市町

3 候補 医療機関一覧 社会保障・衛生 病院・診療所についての一覧 13市町

4 文化財一覧 教育・文化・スポーツ・生活 国もしくは地方公共団体が指定、登録、選定等を行った文化財についての一覧 5市町

5 観光施設一覧 観光・運輸 観光施設の情報の一覧 13市町

6 イベント一覧 観光・運輸 各地方公共団体にて開催されるイベントの一覧 4市町

7 公衆無線LANアクセスポイント一覧 情報通信・科学技術 公衆無線LANアクセスポイントの一覧 2市町

8 候補 公衆トイレ一覧 社会保障・衛生 公衆トイレの一覧 4市町

9 消防水利施設一覧 司法・安全・環境 消防水利施設の一覧 3市町

10 指定緊急避難場所一覧 司法・安全・環境 市区町村から提供される指定緊急避難場所の一覧 16市町

11 地域・年齢別人口 人口・世帯 住民基本台帳に基づく地域・年齢別の人口一覧 15市町

12 公共施設一覧 行財政 公共施設の一覧 14市町

13 候補 子育て施設一覧 教育・文化・スポーツ・生活 幼稚園、保育園、認定こども園、放課後児童クラブ、児童館の一覧 6市町

14 オープンデータ一覧 その他 オープンデータ化されているデータセットの一覧 14市町

３－６．令和４年度の収集対象の推奨データセットについて

政府CIOポータル 推奨データセット（基本編）

34 市町・県等の協議により決定した取組テーマに合わせて、推奨データセットを整備し、データ連携基盤に集積していく
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３－７．個人情報関連データの活用について ①

抜粋）個人情報保護委員会 「公的部門における個人情報保護の規律の考え方」

■ 民間事業者によるデータ連携基盤を活用した住民向けサービスの創出を促進していくためには、現在は公開されていない「個人情報に紐づ
いたデータ」の活用がポイントとなる。

■ 国においても、デジタル社会の形成を図るため、データの流動性、データの適格な運用のため、個人情報保護法の改正に着手しており、国に
関するものは令和４年春、地方自治体に関するものは、令和５年春に向け、ガイドラインの策定等の検討が進んで知る。
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３－７．個人情報関連データの活用について ②

抜粋）富士通 石垣様 講演資料

・ 国のガイドライン
・ 活用事例研究
・ ケーススタディ

個人情報の取扱いについて
令和4年度から研究
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３－８．個人情報関連データの公開に向けた匿名化への取組例（和歌山県）

抜粋）和歌山県提供資料

先駆けて、匿名加工情報の活用を研究している自治体も出てきている。（和歌山県、兵庫県姫路市）

和歌山県

先進的な取組を行っている自治体と連携し、取り扱い手法の研究を行う
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３－９．他県におけるオプトインサービスの例（福島県会津若松市）

福島県会津若松市

参考文献）SMART CITY 5.0 地方創生を加速する都市OS

当アプリのようなオプトインのサービスが
生れるまでに６年かかったとのこと

行政情報の発信・オープン化

オープンデータ・ビッグデータプラットフォーム

オプトインサービスのモデル化

デジタル・コミュニケーション・プラットフォーム
（パーソナライズ化されたサービスのため）

■ “オプトインサービス”とは、本人の明確な同意があった場合に個人情報を提供し、利用可能となるサービス
個人に寄り添ったサービスを提供することが可能となる。

オプトインサービスまでのステップなど、
先進事例の研究を行う
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テーマ検討・選定

データ整理・提供

データ分析

データ公開・可視化

サービス創出

環境構築・維持

課題抽出・整理

事業評価

取組内容

CivicTech団体

大学・高専

金融機関

県内ICT関連企業
・誘致企業

通信・ネットワーク事業者

各業界団体

県 民

サービス受益 イベント参加
（アイディアソン・セミナー等）

県内外企業

県内外有識者

県外・プラットフォーム外とも
積極的に連携

⾧崎県・県内市町

ながさきSociety5.0推進プラットフォーム

ながさきSociety5.0推進プ
ラットフォームの構成員

事業検討・評価

テーマ検討・協議

人材育成

ノウハウの提供

協議 フィードバック

３－１０．運営体制（案）

令和３年度:立ち上げ段階
①:運営スキームに関する協議
②:取組テーマやサービスに関する協議
③:オープンデータ化推進
④:データ利活用に関する研究

随時打ち合わせを実施
（月１、２回）

令和４年度以降:運営
①:取組テーマやサービスに関する協議
②:オープンデータ化推進
③:データ利活用に関する研究
④:運用事業者との打ち合わせ
⑤:協議会についての検討

定例での打ち合わせを実施
（毎月）
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３－１１．官民での運営体制（協議会）イメージ

40

官民での運営体制（協議会）

テーマ検討・選定

データ整理・提供

データ分析

データ公開・可視化

サービス創出

環境構築・維持

課題抽出・整理

事業評価

ガバナンス

⾧崎県

県内全21市町

CivicTech団体

大学・高専

各業界団体

県 民

理事会

事務局

総会

ながさきSociety5.0推進
プラットフォーム

サービス受益
イベント参加

（アイディアソン・セミナー等）

民間事業者の参画
①:新規サービスの開発
②:サービスの横展開
③:地域課題の解決
④:データの提供
（交通、観光、POSなど）

ながさきSociety5.0推進PFの
構成メンバーを中心に声がけし、
県外企業・有識者、大手企業、

プラットフォーマーにも声がけ

金融機関

通信会社

県内ICT関連企業・
誘致企業

県外企業・大手企業

プラットフォーマー

民間事業者でのサービス創出、データ利活用のための行政/民間
での運営ルール整備、持続可能な運営体制のため、

官民での運営体制（協議会）を立ち上げる。
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市長会作成資料 

〔更新〕自治体情報セキュリティクラウド運営費負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

     自治体情報セキュリティクラウド運営費負担金 

２ 趣旨 

平成 28 年度に県及び全市町での共同調達で導入した長崎県自治体情報セキュリティク

ラウドについて、令和 3年度末で契約満了となる中、総務省が示す新たなセキュリティ要

件を満たす次期長崎県自治体情報セキュリティクラウドを構築することとしている。 

構築にあたっては、賛同する団体による共同調達・共同利用を行うことで、セキュリテ

ィレベルの強化・標準化及びコストメリット並びに職員の負担軽減を図るものであり、具

体的には県が調整窓口となり、県市町を取りまとめて一括調達するスキームとなる。 

なお、次期長崎県自治体情報セキュリティクラウド構築について、全市町から引き続き

参加意向があっている。 

 

３ 現行の自治体情報セキュリティクラウド運営費負担金に係る審議結果 

〇 平成 28 年 11 月負担金等適正化委員会審議結果 

   

 

 

 

              （波線部分の協議） 

〇 平成 29 年 11 月負担金等適正化委員会審議結果 

 

 

 

４ 負担割合の考え方 ※【別添１】参照 

本件は本来、各団体が個別に実施すべきセキュリティ対策システムを共同調達・共同利

用するもので、県は賛同する各団体の代理として設計・調達・維持管理業務を実施するも

のであり、その費用は参加団体において平等に負担する。 

また、負担割合において、規模によらず導入に必要な費用が約 4 割を占めることから、

現行どおりの負担割合（均等割 40％及び人口割 60%）とする。 

 

 

【参考資料】 

⑴ 長崎県情報システム課からの依頼文【資料 1】  

⑵ 次期長崎県自治体情報セキュリティクラウド概要【資料 2】 

⑶ 第 90 回及び第 91 回負担金等適正化委員会の審議結果【資料 3】 

⑷ 現行の負担割合【資料 4-4】 

⑸ 次期セキュリティクラウドに係る負担金(案)に係る県の考え【資料 5】 

⑹ 全体負担額の試算額について【資料 6】 

本来は県：市町＝1：1 の負担割合を適用すべきものであるが、今回は協議が進ん

でいた経緯があることから例外として取扱い、負担金額については、県、市町の区

分なく、均等割：人口割＝4：6による算出とする。なお、平成 30 年度以降の負担

金額については、市長会事務局が窓口となり改めて協議を行うこととする。 

現在、委託契約を締結している平成 33 年度（令和 3年度）までの期間については、

特例として、県、市町の区別なく、均等割 40％、人口割 60％により負担金を算出

する。なお、平成 34 年度（令和 4 年度）以降の取扱いについては、原則として、

県：市町の負担割合は 1：1とする。 
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次期長崎県自治体情報セキュリティクラウドにかかる各市町負担額

人口（人）
(R2速報値)

均等割
40%(a)

人口割
60%(b)

負担額計
(a)+(b)

県 長崎県 1,313,103 709 11,704 12,413 20,848

長崎市 409,305 709 3,648 4,357 7,322

佐世保市 243,387 709 2,169 2,878 4,837

島原市 43,360 709 386 1,095 1,840

諫早市 133,957 709 1,194 1,903 3,162

大村市 95,452 709 851 1,560 2,515

平戸市 29,375 709 262 971 1,647

松浦市 21,284 709 190 899 1,524

対馬市 28,511 709 254 963 1,640

壱岐市 24,974 709 223 932 1,578

五島市 34,400 709 307 1,016 1,724

西海市 26,296 709 234 943 1,601

雲仙市 41,131 709 367 1,076 1,821

南島原市 42,360 709 378 1,087 1,855

長与町 40,800 709 364 1,073 1,798

時津町 29,356 709 262 971 1,616

東彼杵町 7,734 709 69 778 1,309

川棚町 13,394 709 119 828 1,392

波佐見町 14,302 709 127 836 1,404

小値賀町 2,291 709 20 729 1,228

佐々町 13,923 709 124 833 1,385

新上五島町 17,511 709 156 865 1,472

合計 2,626,206 15,598 23,408 39,006 65,518
※人口はR2国調速報値を用いており、R2確定値公表後に再計算することとする

運用保守費用総額(5年間) 195,030千円

運用保守費用年額 39,006千円

負担額（単位：千円） （参考）
更新前

負担額(千円)

町

(

参
考

)

市

 - 76 - 

shinkou03
別添１



 - 77 - 

shinkou03
資料1



 

 

次期長崎県自治体情報セキュリティクラウドの概要について 

１ 事業の概要 

  総務省の通知（※）に基づき、県及び県内市町共同の、インターネット接続にかかるセ

キュリティ基盤を構築・運用するもの。現行セキュリティクラウドは、平成 28 年度に

構築、平成 29 年度から運用開始。 

➢ 都道府県が調整窓口となり、市町を取りまとめて一括調達するスキーム 

① 構築・運用コストの圧縮 

② セキュリティレベルの強化・標準化 

※各団体ネットワーク内におけるセキュリティは、各々で実施 

 

  高度かつ多重なセキュリティ対策機器等の導入及びセキュリティ技術者による24時

間 365 日体制での通信ログ等確認により、団体毎にセキュリティ対策を実施していた

平成 27 年度以前に比べて高度なセキュリティレベルを確保。 

 

  令和３年度末の現行契約終了に合わせ、総務省が示した新たな要件に基づくセキュリ

ティ基盤を調達しようとするもの。 

 

２ 契約の概要 

入札の形態  一般競争入札（WTO） 

入札参加資格（案） 別紙のとおり 

契約期間  契約日（令和３年 10 月予定）～令和９年３月３１日まで 

スケジュール  下記のとおり 

 
 

8 9 10 11 12 1 2 3

現行

次期
（本業務）

令和３年度
令和４年度　～　令和８年度

運用期間（令和４年３月31日まで）

設計・構築

テスト

移行

運用・保守

・ オペレーション業務

・ インシデント対応

・ 定例会・年次報告会等の実施

■設計の承認

■ テスト結果の承認

参加団体の段階的移行

（※）平成２７年５月に発生した日本年金機構の情報漏えい事案及びマイナンバー制度の施行を受け、

全自治体のセキュリティ強化のため、総務省が全都道府県に、自治体情報セキュリティクラウドを構築

するよう通知。 

資料１ 
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３ 次期セキュリティクラウドの特徴（現行セキュリティクラウドとの相違点） 

① クラウドサービス利用型 

  クラウドサービスにより実装可能なものは基本的に全て、クラウドサービスを利

用する。（総務省の要件 クラウド・バイ・デフォルト） 

  現行セキュリティクラウドにおいては、クラウドサービスの利用が一切認められ

ておらず、長崎県独自に調達・構築した機器により運用していた。 

 

② 公開 WEB サーバの追加セキュリティ対策 

  大規模災害発生時等に、各団体のホームページ（WEB サーバ）が応答できない事

態を防ぐため、WEB サーバのコピーを複数個所に配置する等の対策を実装。 

（CDN：ContentsDeliveryNetwork） 

  上記対策により、不正プログラム等により意図的にアクセスを集中させ、応答で

きなくしようとするサイバー攻撃にも対応が可能。 

 

４ 現行セキュリティクラウドにおける検知・ブロックの状況（値は令和２年度実績） 

① メールセキュリティ  各団体がインターネットを介してやり取りする全

メールについて、セキュリティチェックを実施 

 約１万５千件のマルウェア等を検知・ブロック 

② 公開 WEB サーバの保護  約１億件の通信を確認 

 うち 100 万回の通信を遮断 

③ 外部 WEB アクセス  約 72 億件の通信を確認 

 うち 2,600 万件の通信を遮断 

 

参加団体NW

・・・・・・

長崎県及び県内21市町（計22団体）

インターネット

インターネットVPN

LGWAN-ASPサービス

参加団体NW 参加団体NW 参加団体NW

24時間365日体制の有人監視体制

長崎県自治体情報
セキュリティクラウド

メール・ファイル
無害化

WAF・CDN

ファイアウォール
IPS/IDS

プロキシサーバ
URLフィルタ

メールリレー

SOCサービス
NOCサービス

EDR

通信の複合
（SSL複合）

マルウェア対策

振る舞い検知
アンチウイルス

DNS

DDOS対策

クラウドサービス

データセンター内基盤
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５ 次期セキュリティクラウドで実装する主な機能一覧 

 

No 名称 対策内容 

① ファイアウォール 
 送信元情報と送信先情報を元に、通信の許可・不

許可を行い、不正な通信をブロックするもの 

② 

IDS 

（Intrusion Detection System） 

IPS 

（Intrusion Prevention System） 

 通信の内容を詳細に監視し、①ファイアウォール

だけでは検知できない不正な通信・アクセスをブ

ロック（または警告）するもの 

③ 
WAF 

（Web Application Firewall） 

 ①ファイアウォール、②IDS・IPSだけでは検知で

きない WEB アプリケーションの脆弱性（セキュ

リティ上の弱点）等を突いた攻撃をブロックする

もの 

④ 
CDN 

（Content Delivery Network） 

 インターネット上に、公開 WEB サーバ（例えば

県公式HP）のコピーを複数個所に配置する 

 大量アクセス攻撃や災害による通信回線断発生時

でも、接続可能なサーバがあればサービス継続 

⑤ マルウェア対策 

 メール等に添付されているデータに、マルウェア

（ウイルス）が含まれていないかを、パターンフ

ァイル（検体）を元に確認するもの 

 マルウェアが確認された場合は、隔離・除去等を

行う 

⑥ ふるまい検知 

 攻撃されても実害が発生しない別領域（サンドボ

ックス）において、実際の運用環境のようにプロ

グラムをいったん実行させる 

 その挙動からマルウェアであると確認されたら、

運用環境で実行させないための除去等を行なう 

 パターンファイル（検体）を元に判断するマルウ

ェア対策では検知できないものも検知が可能 

⑦ 通信の復合対応 

 暗号化された通信の中に不正通信がないかを

確認するため、一旦暗号化を解除し、その通信

に問題がないかを確認するもの 

⑧ 
EDR 

(Endpoint Detectionand Response） 

 パソコン等機器のウイルス感染防止に特化し

た従来の対策とは異なり、万が一、感染してし

まった場合に、その拡大防止、侵入経路特定等

をリアルタイムで行うもの 

⑨ 

SOC 

(Security Operation Center） 

NOC 

（Network Operation Center） 

 セキュリティ、ネットワークの専門家が24時

間 365 日体制で、通信ログ等を確認し、セキ

ュリティ事故が発生した場合に、関係者への

通報及び被害拡大防止対策等を実施するもの 
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単 年 負 担 額 65,518千円

人口割額 ※各団体人口による

均等割額 1,191千円

（単年度負担金） （単位：千円）

均等割 人口割 計

429,508 1,191 6,131 7,322 11.2

255,439 1,191 3,646 4,837 7.4

45,436 1,191 649 1,840 2.8

138,078 1,191 1,971 3,162 4.8

92,757 1,191 1,324 2,515 3.8

31,920 1,191 456 1,647 2.5

23,309 1,191 333 1,524 2.3

31,457 1,191 449 1,640 2.5

27,103 1,191 387 1,578 2.4

37,327 1,191 533 1,724 2.6

28,691 1,191 410 1,601 2.4

44,115 1,191 630 1,821 2.8

46,535 1,191 664 1,855 2.8

42,548 1,191 607 1,798 2.7

29,804 1,191 425 1,616 2.5

8,298 1,191 118 1,309 2.0

14,067 1,191 201 1,392 2.1

14,891 1,191 213 1,404 2.1

2,560 1,191 37 1,228 1.9

13,626 1,191 194 1,385 2.1

19,718 1,191 281 1,472 2.2

1,377,187 1,191 19,657 20,848 31.8

2,754,374 26,202 39,316 65,518 100.0

※人口は平成２７年国勢調査人口による

佐 々 町

新上五島町

長崎県

合計

人口割額（年額）

均等割額（年額）

長 与 町

時 津 町

松　　　浦

対　　　馬

東彼杵町

川 棚 町

波佐見町

小値賀町

壱　　　岐

五　　　島

西　　　海

雲　　　仙

南　島　原

長　　　崎

佐　世　保

島　　　原

諫　　　早

大　　　村

平　　　戸

現行の負担金割合について

【各市負担金の算出方法】
 ・　セキュリティクラウドの運用保守費用について、県、市、町の区別なく、
　　均等割（４０％）、人口割（６０％）により負担金を算出しています。

市　名 人口
平成29年度～令和３年度

率(%)

39,316千円

26,202千円

資料２
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次期セキュリティクラウドに係る負担金（案）に係る県の考えについて 

 

1. 負担の構成と考え方 

共同調達・共同利用であることから、利用量を加味した負担とさせていただきたい。 

 

 本事業は、各団体が個別に調達・運用していたインターネット接続に係るセキュリ

ティ対策を、都道府県以上の広域単位で共同調達・共同利用することにより、①セ

キュリティレベルの強化・標準化、②共同調達によるコスト圧縮を図るものです。 

 

 本来、各団体が実施すべきセキュリティ対策について、上記の理由により参加団体

の１つである県が他団体の代理として設計・調達・維持管理業務を負担しているも

のであり、その費用は、利用量に応じて各団体が負担すべきものと考えております。 

 

 セキュリティクラウドへの参加は任意であり、総務省が示す要件を満たすことがで

きれば、セキュリティクラウドに参加することなく、団体各自でのセキュリティ対

策が認められています。 

 

 任意参加であるにも関わらず、現行セキュリティクラウドは 21 市町全てが参加し、

次期セキュリティクラウドについても引き続き参加意向をいただいておりますのは、

セキュリティクラウドの共同調達・共同利用によるコストメリット及び職員の負担

軽減をご理解いただいているものと考えております。 

（参考資料） 

【別紙１】 

現行セキュリティクラウドの通信量実績について 

 

【別紙２】 

九州各県における県・市町の負担割合について 

 

【別紙３】 

各団体がセキュリティクラウド相当の基盤を独自に調達した場合の費用 

（ベンダーによる試算） 

資料３ 
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2. 負担金の割合（案）について 

 前項記載のとおり、【利用量に応じた従量制】の考え方が反映されるべきと考えており

ますが、セキュリティクラウドの基盤部分には、自治体規模や端末数・通信量等に関わ

らず一定の構成が必要となります。このことから、それら基盤となる部分の構築・維持

管理に係る費用については、【均等割】により按分する必要もあると考えております。 

 

(1) 利用量に応じた従量制について 

 総務省の示す要件では、次期セキュリティクラウドの機能は、【①全団体が必ず実装す

べき必須機能】と、【②団体の希望に応じて実装して良いオプション機能】に分けられて

います。 

 

機能種別 ①必須機能 ②オプション機能 

主な機能  インターネット通信の監視 

 ゲートウェイ（境界）対策 

 セキュリティ専門家による通信の

監視 など 

 メール・ファイル無害化 

 EDR（高度なマルウェア対策） 

 WEBサーバの追加セキュリティ対策 

見積価格に影

響する要素 

インターネット通信量 アカウント数・端末数 

対象 WEBサイト数 

 

【①必須機能】 

 必須機能については、インターネット通信全般のセキュリティ対策を行うものです。 

このため、見積価格に影響する要素は、【インターネット通信量】となります。 

 

 【別紙１】のとおり、現行の按分割合の算定方式である【均等割 40％、人口割 60％】に

より計算した場合と、インターネット通信量に基づき計算した場合の数値がおおよそ近

似しています。 

 

【②オプション機能】 

 オプション機能の見積価格に影響する要素は、アカウント・端末数となります。 

 

 オプション機能については、希望する団体の利用実態に応じた費用を負担することを

想定し、単価契約とする予定です。 
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(2) 均等割・人口割の比率について 

 セキュリティクラウドを最小規模で構築した場合の費用（262,056千円）は、全団体を

対象とした構成（648,000千円）と比較すると、約 40％となっています。 

 

 

【別紙３】記載 

＜262,056千円 / 648,000千円 ＝ 約 40％＞ 

       ※いずれもベンダー試算額 

 

 

 この費用は、規模等の大小に関わらず発生する、セキュリティクラウド構築・維持管

理に係る共通経費に相当するものです。 

 

 より公平な負担とするためには、この比率を均等割として導入することが妥当と考え

ております。 

 

 

 

 

 

 

 現行の按分割合の算定方式である【均等割 40％、人口割 60％】は、各団体が参加するに

あたって最低限の費用負担をしつつ、利用状況に応じた従量負担が加味されております。

上記試算との比較においても、その比率については妥当であると考えております。 

 

 以上のことから、次期セキュリティクラウドについても、現行の算定方式を踏襲するこ

とが最適と考えております。 
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令和２年度通信実績

①受信平均
（Mbps）

②送信平均
（Mbps）

③合計
（①+②）

④総通信量に
おける割合（%）

⑤現行
負担割合（%）

⑥通信量割合と
負担割合の比較

（④-⑤）

長崎市 7.71 1.42 9.13 10.7 11.2 ▲ 0.5
佐世保市 6.79 1.27 8.06 9.5 7.4 2.1
島原市 2.61 0.62 3.23 3.8 2.8 1.0
諌早市 2.79 0.51 3.30 3.9 4.8 ▲ 0.9
大村市 6.80 1.58 8.38 9.8 3.8 6.0
平戸市 2.88 0.70 3.58 4.2 2.5 1.7
松浦市 2.07 0.44 2.51 2.9 2.3 0.6
対馬市 0.22 0.32 0.54 0.6 2.5 ▲ 1.9
壱岐市 1.20 0.23 1.43 1.7 2.4 ▲ 0.7
五島市 2.99 0.96 3.95 4.6 2.6 2.0
西海市 1.69 0.22 1.91 2.2 2.4 ▲ 0.2
雲仙市 3.10 1.40 4.50 5.3 2.8 2.5
南島原市 0.44 0.14 0.58 0.7 2.8 ▲ 2.1
長与町 1.25 0.24 1.49 1.7 2.7 ▲ 1.0
時津町 4.16 0.42 4.58 5.4 2.5 2.9
東彼杵町 0.52 0.11 0.63 0.7 2.0 ▲ 1.3
川棚町 0.63 0.20 0.83 1.0 2.1 ▲ 1.1
波佐見町 0.61 0.21 0.82 1.0 2.1 ▲ 1.1
小値賀町 0.23 0.06 0.29 0.3 1.9 ▲ 1.6
佐々町 0.31 0.10 0.41 0.5 2.1 ▲ 1.6
新上五島町 4.61 0.99 5.60 6.6 2.2 4.4
長崎県 14.56 4.90 19.46 22.8 31.8 ▲ 9.0

合計 68.17 17.04 85.21 100 100

現行セキュリティクラウドにおける通信実績について

運用ベンター（SBテクノロジー）が年次報告会で報告している実績値であり、市町も確認が可能
別紙１
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九州各県における次期セキュリティクラウド費用負担状況 別紙２

令和3年6月現在

№ 団体名
標準機能における

県・市町の負担割合
負担割合の基となる考え方 備考

1 福岡県
県２：市町８
（県20％）

〇標準機能　（全団体が共通的に利用する機能）
　利用団体が利用規模に応じて按分

　　　・職員数割
　　　・端末数割
　　　・メールアカウント数割
　　　・均等割

〇オプション　（利用を希望する団体のみが利用する機能）
　機能毎に利用団体が利用規模に応じて按分
　　（機能毎に算定基礎とする項目は異なる）

確定

2 佐賀県
県２：市町８
（県20％）

均等割り　　　50％
職員数割り　 50％

確定

3 熊本県
県３：市町７
（県28％）

職員数の単一要素により按分 次期については協議中

4 大分県
県３：市町７
（県30％）

市町村が負担する7割部分を、
均等割り50％、職員数割り50％で按分

確定

5 宮崎県
県５：市町５
（県50％）

市町村の50％のうち、
従量・職員数50％、端末数50％で按分

確定

6 鹿児島県
県３：市町７
（県31％）

現在は、PC台数、職員数等により按分しているが、次期については、トラフィック量による按
分を予定。

次期については協議中

7 沖縄県
県３：市町７
（県30％）

現在は、PC台数、職員数等により按分しているが、次期については、トラフィック量による按
分を検討。

次期については協議中
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■各市町様単独構築参考費用
・本参考費用につきましてはあくまで参考価格であり、価格を保証するものではない点をご容赦ください。
・本参考費用の金額につきましては全て税抜き金額となっております。

初期費用 運用費用(5年) 初期費用 運用費用(5年) 初期費用 運用費用(5年)
インターネット集約サービス 16,150,000 48,450,000 4,038,000 12,113,000 1,346,000 4,038,000
インターネットセキュリティサービス 21,250,000 84,150,000 21,250,000 84,150,000 21,250,000 84,150,000
SOCサービス 42,500,000 138,550,000 4,250,000 13,855,000 4,250,000 13,855,000
運用サービス - 76,500,000 - 7,650,000 - 7,650,000
回線サービス BBIXのみ ＊その他回線は別途 2,550,000 18,700,000 638,000 4,675,000 213,000 1,558,000
初期設計、構築作業 131,200,000 - 118,080,000 - 118,080,000 -
その他機器 39,100,000 28,900,000 9,775,000 7,225,000 3,258,000 2,408,000

初期費用 252,750,000 - 158,031,000 - 148,397,000 -
運用費用 - 395,250,000 - 129,668,000 - 113,659,000

合計

⻑崎県情報SC 9⽉30⽇提出
※⻑崎県の職員数に即したプラン 職員数 3000 職員数 1000

次期情報SC費用

分類 項目

648,000,000 287,699,000 262,056,000
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令和３年 10月 28日 

県情報システム課作成資料 

 

次期長崎県自治体情報セキュリティクラウド負担金の試算額について 

 

1. 次期セキュリティクラウドの契約額 

令和 3年 10月５日に開札し、同年 10月 11日付けで契約締結しております。 

また、契約額の内数となる国の補助対象経費の精査も終わり、按分対象額も確定しております。 

 

（１）必須機能 ※いずれも現行契約より大幅に低い額となっております。 

 ①次期契約 ②現行契約 比較（①/②） 

（A）構築・移行費用 

【市町負担 なし】 
77,181,390円 228,401,640円 33.8% 

（B）運用保守費用 

【市町負担 有】 
195,030,000円 341,834,920円 57.1% 

総額（A+B） 272,211,390円 570,236,560円 47.7% 

※記載の金額は全て税込みです。 

 

（２）オプション機能 

オプション機能については、各団体が利用希望数に応じて負担することを想定し、

単価契約としております。 

各機能における単価は別紙「試算額一覧」（②オプション機能）のとおりです。 

※ 単価は県全体の利用総数の区分単価を適用しています。 

 

2. 次期セキュリティクラウドにおける市町負担金の試算額 

これまでの市町会様、町村会様及び各市町様との協議を踏まえ、現行セキュリティクラウドと

同じ按分方法（均等割 40％・人口割 60％）で試算しております。 

試算額は、別紙「試算額一覧」のとおりです。 

 

3. 試算額における留意点 

 人口割における基礎数値として、令和２年度の国勢調査の結果を採用していますが、確定

値が未だ公表されておりません。（令和３年 11月 公表予定） 

 別紙においては、令和３年６月公表の速報値により試算していますので、最終確定の段階

では、若干の変動が見込まれます。 

 

 オプション機能については、各市町様の利用数に応じた負担が別途発生します。 

別紙に記載している利用数は、令和３年７月に照会した結果を取りまとめたものです。 

最終的にどの程度利用（申し込み）されるかによって費用が変動いたします。 
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市長会作成資料 

〔見直し〕（一社）長崎県漁港漁場協会負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

     （一社）長崎県漁港漁場協会負担金 

 

２ 目的及び事業 

漁港、漁場及び漁村の総合的整備や漁業の振興、漁港、漁場の合理的利用を促進するとと

もに、漁港、漁場及び漁村に関する調査、啓発普及を行うことにより、水産資源の適切な管

理と漁場環境の保全を図り、もって本県水産業の発展及び地域の活性化並びに水産物の安定

供給に寄与することを目的として、主に次の事業を行う。 

① 漁港、漁場及び漁村に関する建議、請願及び意見の発表 

② 漁港、漁場及び漁村に関する講習会等の開催 

③ 漁港、漁場及び漁村に関する情報誌の発行 
 

３ 趣旨 

同協会の収入は市町及び漁協からなる会員からの会費であり、市町の会費には一律定額

の「通常会費」と各市町の漁港整備等事業費から算出される「特別会費」がある。 

そのうち、「特別会費」に関しては、平成 17 年統合に伴う内部留保金が潤沢にあり、ま

た平成 25 年度から令和 2 年度末までを計画期間とする公益目的支出計画で当該資産の計

画的費消が義務付けられたこともあって、これまで算定総額の 70%相当を減額し、不足分

に内部留保金を補填しながら運営を続けてきた。 

しかしながら計画期間満了及び内部留保金の枯渇見通しによる見直しに伴い、令和元年

度に負担金等適正化委員会において審議を行い、附帯意見を付しながら 70%から 50%へ減

額幅の縮小を了承したところである。 

令和 2年度から 3年度においては、事業費及び管理費の削減を行うとともに、収入増の

対策も行ってきたが、それでも R4 年度中に内部留保金が実際に枯渇する状況を踏まえ、

このままでは今後の協会運営が成り立たないため、現行の「特別会費」50%減額を見直し、

本来の会費収入により毎年度の協会運営を行う体制へと移行する必要があるもの。 

 

４ 各市負担金に係る減額措置の見直し（案）【別添 1参照】 

 現行 見直し案 

通常会費 
市町村       20,000 円 

漁業協同組合等   40,000 円 
同左 

特別会費 

①事業費割会費 ②国庫補助割会費 

当該年度の事業費及び国庫補助の区分

ごとの額に、その区分に応じた割合を乗

じて得た額 

※①②の合計額を50％減額 

①事業費割会費 ②国庫補助割会費 

当該年度の事業費及び国庫補助の区分

ごとの額に、その区分に応じた割合を乗

じて得た額 

※①②の合計額を 

令和4年度 25%減額 

令和5年度以降 減額なし 
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５ 令和元年度負担金等適正化委員会における附帯意見に対する対応 

附帯意見の内容 対応 

１ 活動内容を再度見

直し、真に必要な体制

や事業内容に変更した

うえで、負担金の額を

再調整すること。 

これまでの見直し内容 

ア 漁協会費の増額 

漁協会費について、年２万円から４万円に増額 

（2,560 千円の収入増） 

イ 賛助会員制の新規導入 

賛助会員の８社掘起こし（400 千円の収入増） 

ウ 寄附金制の新規導入 

全国初の取り組みにより収入増を図る 

エ 研修に係る開催回数の削減と工夫 

研修に係る開催回数を２回から１回に減らすものの、漁業者

の生産性向上のための多種多様な情報については、工夫しなが

ら提供する。 

オ サポーター会議の休止 

漁協関係者で構成しているサポーター会議の休止 

カ 「漁港漁場漁村ポケットブック」の有償配布 

各県協会で実施している会員への「漁港漁場漁村ポケットブ

ック」の無償配布について、希望会員への有償配布に変更 

２ 人員体制や県の支

援など、未確定の部分

があり、判断できない

ことから、固まり次第、

速やかに報告するこ

と。 

ア 人員体制 

 事業実施に、最低でも2名体制が必要(R元年度3人→2人体制) 

イ 県の支援 

（１）人的支援 

  県から、当該団体は第 2次長崎県出資団体見直し方針に基づ

いて一社化しており、県の人的支援はこの見直し方針に逆行

するため対応できないとの回答があり困難 

（２）事務所の支援 

県から、現時点では県有施設の中に協会が入居できる施設は

ないとの回答があり困難 (R2年度から事務所スペース縮小) 

３ 漁協の会費増額に

ついて、県北ブロック

からも了承が得られる

よう努力すること。 

全てのブロックの漁協長に説明し、令和２年６月定時総会にお

いて、令和２年度から漁協会費の増額が決議された。 

【参考資料】 

⑴ （一社）長崎県漁港漁場協会からの依頼文【資料 1】  

⑵ 負担金変更の理由【資料 2】 

⑶ 決算収支及び内部留保金補填状況推移【資料 3】 

⑷ 収支計画の再精査及び内部留保金の残高推移見込み【資料 4】 
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（一社）漁港漁場協会  各市負担金額(案)

事 業 費 国庫補助

事業費 国庫補助 割 会 費 割 会 費

(A)   　      円 千円 千円 (B)  　       円 (C)   　      円 (D)   　      円 円 円 円

長崎市 20,000 2,171,000 1,307,000 1,531,300 1,944,200 3,475,500 2,626,625 3,495,500 1,757,750

佐世保市 20,000 1,099,200 686,600 949,440 1,201,240 2,150,680 1,633,010 2,170,680 1,095,340

島原市 20,000 133,900 66,950 133,900 133,900 267,800 220,850 287,800 153,900

諫早市 20,000 30,000 15,000 30,000 30,000 60,000 65,000 80,000 50,000

大村市 20,000 0 0 0 0 0 20,000 20,000 20,000

平戸市 20,000 847,842 455,421 758,273 848,673 1,606,946 1,225,210 1,626,946 823,473

松浦市 20,000 417,700 209,860 405,930 417,748 823,678 637,759 843,678 431,839

対馬市 20,000 1,797,675 1,264,130 1,378,837 1,904,130 3,282,967 2,482,225 3,302,967 1,661,484

壱岐市 20,000 523,000 380,450 498,400 724,810 1,223,210 937,408 1,243,210 631,605

五島市 20,000 671,450 451,300 617,160 842,080 1,459,240 1,114,430 1,479,240 749,620

西海市 20,000 10,000 6,000 10,000 12,000 22,000 36,500 42,000 31,000

雲仙市 20,000 371,000 185,500 363,900 371,000 734,900 571,175 754,900 387,450

南島原市 20,000 81,700 40,850 81,700 81,700 163,400 142,550 183,400 101,700

※　本表は年度ごと負担額増減を把握することを目的に、R3年度事業費がR4年度以降も同額となると仮定した場合の試算である。

会　費　総　額

R4年度
(特別会費25%減額)

(A)+(D)×0.75

R5年度以降
(減額なし)
(A)+(D)

市 名 特別会費計
(B)+(C)

【参考】
現行額(R3年度)

(特別会費50%減額)
(A)+(D)×0.5

令和３年度事業　

特　別　会　費

通常
会費
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R1 R2 R3 R5 R6

決算 決算
決算見込

(10月末時点)

予算
（見込）

予算
（見込）

70 50 50 50%の場合 25%の場合 減額なし 減額なし

8,182 12,456 13,400 11,725 16,167 20,610 20,610

400 400 400 400 400

1,069 232 428 428 428 428 428

9,251 12,688 14,228 12,553 16,995 21,438 21,438

18,040 16,227 17,284 21,499 21,499 21,499 29,499

△ 8,789 △ 3,539 △ 3,056 △ 8,946 △ 4,504 △ 61 △ 8,061

④期首残高 28,251 19,462 15,923 12,867 12,867 8,363 8,302

⑤期末残高 19,462 15,923 12,867 3,921 8,363 8,302 241
公益目的支出計画終
了

（R3予算からの増減）
収入13,284⇒14,228
支出20,449⇒17,284
期末残高
8,761⇒12,867(4,106増)

④機首残高についは、R4
で25%減額とした場合で
の算出

九州大会支出800万円を内
部留保金残高で対応

 Ⅰ  会員会費

会費減額率（％）

収支計画の再精査及び内部留保金の残高推移見込み
【単位：千円】

予算（見込）

年 度

区 分

内部留保金

収支動向と支出要因

③ 収支（①－②）

② 支出計

① 収入計

 Ⅲ  事業収入等

 Ⅱ  賛助会費

R4
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市長会作成資料 

〔見直し〕ながさき移住サポートセンター負担金について（概要） 

１ 負担金名等 

  ながさき移住サポートセンター負担金    

２ 趣旨 

長崎県と各市町においては、平成２８年度から「ながさき移住サポートセンター」（以下、

「センター」という。）を設立し、連携・協力して移住促進に向けた取組みを行っており、

県全体の移住者数は増加傾向となっている。 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 令和元年度 令和 2年度 

移住者数 454 人 782 人 1,121 人 1,479 人 1,452 人 

 うちセンター対応数 166 人 221 人 303 人 439 人 430 人 

今後も令和 7年度時点での年間移住者数 3,200 人（センター対応 960 人）とする目標の達

成に向け、移住促進策の更なる強化が必要となっているが、そのために現在、課題となって

いる相談窓口の対応能力向上や、裾野を広げこれまで取り込めていない層の顕在化を図るこ

となどを目的に、移住相談業務等における LINE 等を活用したデジタル化の仕組みについて

各市町とも連携しながら導入していくこととしており、この新たな取組みによる事業費増額

に対する負担金の増額を求めるもの。 

 

３ 移住相談業務のデジタル化 

  

      

   

   

 

 

 

４ 負担金の増額 ※【別添 1】参照 

   令和3年度に長崎県においてシステム構築を行うこととしており（県予算額30,000千円、

市町負担なし）、実際の運用が始まる令和 4 年度から、システム運用・ランニングコスト

等について各市町へも負担を求めることとしたい。 

   当該費用は発注準備中でもあり未確定であるが、事前の聞き取り調査により事業費全体

で年間 200～500 万円の増額幅を見込んでいる。 

なお、負担割合の算出方法については変更ない。 

 

５ 負担額の確定時期 

   具体的な負担額が決定するのは、県において 11 月中旬に実施するシステム構築プロポー

ザル審査を経た後となる。 

  

・移住相談におけるチャットボットの導入（24h 365 日の相談対応） 

・登録情報を活用し、相談者の属性に応じた情報発信（セグメント配信） 

・イベント申し込みやアンケートシステムの構築 

・AI を活用したマーケティング 

・LINE のマーケティング・広告機能を活用した LINE 友達登録者の獲得 
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【参考資料】 

⑴ ながさき移住サポートセンターからの依頼文【資料 1】  

⑵ ながさき移住サポートセンターの概要【資料 2】 

⑶ 県・市町負担金の増額について【資料 3】 

⑷ 移住相談業務のデジタル化について【資料 4】 

⑸ 令和 3年度事業計画【資料 5】 
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３な移セ第１５号 

令和３年９月２４日 

 

長崎県市長会 会長 田上 富久 様 

 

 

ながさき移住サポートセンター    

会長 早稲田 智仁      

 

 

ながさき移住サポートセンターにかかる負担金の増額について（依頼） 

 

 

時下、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

平素より、本センターの活動及び運営につきまして格別のご支援とご理解を賜り、

厚くお礼申し上げます。 

さて、平成２８年度に開設した県・市町協働型の本センターを核として、県と市町

が一体となってＵＩターンの促進に取り組んだ結果、相談件数及び移住者数ともに、

年々増加傾向にあり、本センターとしても、設立以来５年連続して移住者数の目標値

を達成したところです。 

ＵＩターンの促進につきましては、県全体で令和７年度に移住者数３，２００人の

達成を目標としており、本センターとしまして、更なる取組の強化が必要と考えてお

ります。 

つきましては、大変厳しい財政状況の中ではありますが、負担金の増額につきまし

てご協力を賜りたいと存じますので、何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 担 当：ながさき移住サポートセンター事務局 

（県地域づくり推進課内） 宮木  

T E L：095-895-224２  

F A X：095-895-2559 

E-mail：t-miyaki@pref.nagasaki.lg.jp 

ながさき移住ナビ：https://nagasaki-iju.jp/ 
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ながさき移住サポートセンターの概要

１．目的

県・市町の共通課題である人口減少（社会減）に歯止めをかけ、都市部から本県へ

のＵＩターン促進を図るため、県及び全２１市町の協働による「ながさき移住サポー

トセンター」を運営し、移住希望者を掘り起こし、仕事・住まい等の相談から移住・

定住・就業までのワンストップ支援体制を構築するとともに、ターゲットを絞った情

報発信を行う。

２．県・市町協働運営

・開設日  平成２８年４月４日（月）

・予算額  ４３,１００千円（令和３年度）（負担割合 県１：市町１）

・負担額 県：２１,５５０千円、市：１９,３９５千円、町：２,１５５千円

３．組織体制

【事務局（県地域づくり推進課）】

会長 長崎県地域振興部長

理事 長崎県地域づくり推進課長

   各市町移住担当課長

監事 長崎県市長会事務局長

   長崎県町村会事務局長

事務局長

(県)

事務局次長

(県)

次 長

(県)

企画統括部長

(プロパー)

（長崎本部）

就職支援員２

移住相談員２

(プロパー)

（東京窓口）

移住相談員１

（業務委託）

21
市
町
ワ
ン
ス
ト

プ
窓
口

連携

※センター職員：長崎本部５名

        東京窓口１名
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４．業務内容

(1)移住促進に係る情報発信

   ・「ながさき移住ナビ」（専用ホームページ）の運営

・「ながさき移住倶楽部」の運営              等

(2)移住希望者に対する移住相談

・都市部での移住相談会の開催及び他団体イベントへの参加

・営業活動等による移住希望者の掘り起こし       等

(3)移住希望者に対する就職支援

・無料職業紹介事業による仕事のマッチング

・関係団体との協働による求人情報の掘り起こし     等

(4)その他移住に関するサポート

・市町相談窓口や県・民間関係機関との連携による移住相談       

   ・県住宅支援員との連携による住宅確保支援       等

５．所在地等

(1)長崎本部

   ①所 在 地：〒850-8570 長崎市尾上町 3-1 県庁 4 階

   ②業務時間：月～金 午前９時～１７時

③電話番号：直通 095-894-3581 

     代表 095-824-1111（内線 3581～3584）

   ④E - m a i l：iju@pref.nagasaki.lg.jp

(2)東京窓口

   ①所 在 地：〒100-0006 東京都千代田区有楽町 2-10-1

東京交通会館 8 階 ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センター内

   ②業務時間：火～日 午前１０時～１８時

③電話番号：直通 080-7735-3852

      代表 03-6273-4401

   ④E - m a i l：nagasaki@furusatokaiki.net

６．公式ホームページ・ＳＮＳ

「ながさき移住ナビ」https://nagasaki-iju.jp/

「フェイスブック」

「インスタグラム」

「ＬＩＮＥ」
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ながさき移住サポートセンターの運営に係る県・市町負担金の増額について 

 

R3.9.24  ながさき移住サポートセンター 

（事務局：長崎県地域づくり推進課） 

 

【背景】 

⚫ 県全体の移住者数は増加傾向であり、R元年度に過去最高の 1,479名の実績。R2年度は

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う移動制限等の影響を受ける中、市町のご協力もあり、

ほぼ前年度と同程度の 1,452名の移住実績となった 

⚫ そうした厳しい状況の中でも、ながさき移住サポートセンターではオンライン相談会等の企画

立案にも努め、相談件数、移住者数は前年度を上回る実績を確保するとともに、移住者数の

目標値については、県全体の移住者数の目標値の３割を担うこととしている中、設立以降５年

連続で目標を達成（R2年度目標値：400人に対し、実績：430人（相談件数 3,907件）） 

⚫ 一方、人口減少に歯止めをかけるには至っておらず、地域間競争も激化する中、新型コロナに

よる地方回帰の機運の高まりを着実に取り込むため、移住促進策の更なる強化が必要 

⚫ そのためにも、県総合計画において掲げた、R7年度移住者数年間 3,200人という高い目標

の達成に向けた取組が必要（センター目標は 960人（R2年度実績比２．２倍の増）） 

⚫ 市町においても移住相談窓口の開設や専任相談員の配置等を行うなど、移住相談体制の整

備を図ってきており、今後センターの役割として、市町の相談対応力向上への支援や広域的な

取組による新たな移住検討層の獲得、就職支援の取組の更なる強化の必要性が高まってい

る 

 

【課題等】 

（１）支援側（センター）の課題 

⚫ 来年度以降のコロナ収束を見据え、都市部での大規模移住相談会の開催など、移住相談者

（仕入れ）数を拡大していく必要。 

⚫ 一方で、サポートセンターでは R2年度 430人の移住実績に対して年間約 4,000件の相談

に対応しているところ、R7年度目標の年間 960人の達成のためには、少なくとも１０，０００件

以上の相談対応が必要と想定されることから、サポートセンターの相談対応能力の向上が不

可欠であるが、以下のような課題がある。 

・ 無料会員制度「ながさき移住倶楽部」に係る業務がアナログ対応（郵送による資料送付

（居住地別の仕分け作業あり）、会員登録と移住者支援システム（データベース）が連動

していない、特典利用の把握ができない） 

・ 移住検討者の検討熟度を高めていくための情報提供等のフォローが十分対応できていな

い。 

⚫ 県全体で移住実績を増加させていくためには、市町との連携協力、支援が重要であり、市町

相談窓口の対応力の育成・強化に向けた支援、地域別の傾向分析・対策立案支援等も必要。 

⚫ 過去５年間の実績の適切な評価と、関係機関との処遇面のバランスを考慮した適切な処遇と
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することで、市町の信頼を得うる人材の確保・育成など、サポートセンターの運営体制の維持・

確保が必要 

（２）相談者側の課題 

⚫ 必要な情報を HP等で自主的に入手する必要がある。 

⚫ 欲しい情報・必要な情報に気付かない。 

⚫ 対面・対話型の相談の煩わしさ。 

⚫ センターの業務時間外の相談ができない。 

 

【対応】 

移住相談業務のデジタル化（LINE を活用した移住相談システムの構築）による、移住サポートセ

ンター及び市町相談窓口の相談対応能力の向上と業務効率化が必要不可欠 

 

⚫ LINE等を活用し、移住施策のデジタル化に取り組む（R3年度県予算：30,000千円） 

＜デジタル化の内容（特に市町に関係するもの）＞ 

1. 移住相談業務のデジタル化 

① 移住相談におけるチャットボットの導入（24時間 365日の相談対応） 

② チャットボットを通じたサポートセンターや市町相談窓口への誘導 

③ 登録情報を活用し、相談者の属性に応じた情報発信（セグメント配信） 

④ イベント申し込みやアンケートシステムの構築 

⑤ LINEのマーケティング・広告機能を活用した LINE友だち登録者獲得 

2. AIを活用したマーケティング 

① 長崎県へ移住した方や相談対応中の方の属性（前住所、出身地、年齢、性別、家族構成、

職業など）と相談対応経過、移住先（移住希望先）、アンケート結果等について AIを活用

して分析し、今後の移住支援策や効果的な情報発信等に活用する仕組みの構築 

 

⚫ デジタル化については、市町担当課とも意見交換しながら進めており、市町にもメリットがある

システムを構築していく予定 

➢ 市町の移住実績増（移住検討者の裾野の拡大→要支援者の把握→これまで拾えていな

かった方達への支援（移住者としての把握）） 

➢ チャットボット導入による市町窓口対応の省力化（基礎的な質問への対応等）により、個

別の相談対応や企画立案業務等の時間を確保 

➢ チャットボットから市町相談窓口や市町独自の会員制度等への誘導 

➢ 相談者の属性に応じた市町情報の LINEによる配信 

例）長崎市の独自相談会の開催に際し、長崎市・長与町・時津町に興味を持っている 40

代以下の登録者に個別に案内を配信  など 

➢ 市町相談会等のイベント申し込みフォームの活用 

➢ 相談者、移住完了者等の属性、相談経過、アンケート結果等の分析を各市町の移住施策
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へ活用 

⚫ 移住者3,200人（現状の約２倍）達成のためにはデジタル化は必須であり、サポートセンター

や市町の移住実績の増加や、そのための対応能力強化・移住業務の効率化に繋げる等、市

町にもメリットのある内容にしていく。システム構築費はコロナ交付金を活用し県負担としたが、

ランニングコストについては、移住サポートセンター事業費の中での負担が適当と考えている。 

⚫ デジタル化の内容や効果等については別添資料のとおり 

 

【事業費（負担金）の増加額等】 

⚫ 移住相談業務のデジタル化に係るシステム運用・ランニングコスト等として、年間２，０００千円

～５，０００千円の増額見込み 

※システム構築業務委託の発注準備中であり、現時点で増加額は未確定（金額は開発業者

聞き取り） 

⚫ なお、委託事業者の選定にあたっては、次年度以降のランニングコストについても評価基準に

加えるなど、可能な限り圧縮するとともに、デジタル化に伴って不要となる移住倶楽部の運営

経費（会員証・チラシ印刷等） についても削減見込み（▲150千円） 

※移住倶楽部の会員数によって運営経費も増加することから、会員数の増加に伴ってデジタ

ル化による削減効果も高くなる。 

※また、デジタル化による業務量削減（開発業者によると、一般的に、デジタル化により 2 割

程度の業務量削減効果が期待できるとのこと。）により、より多くの移住相談者への対応

等が可能となる。 

⚫ また、センター事務経費（事務用品、パソコンリース料等）を一部県費負担とするなど、引き続

き、センター経費の削減を図る。 
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＜R３年度収支予算＞ 

 区分 R3予算額 R2予算額 増減額 備考 

収入 

県負担金 21,550 21,550   

市負担金 19,395 19,395   

町負担金 2,155 2,155   

雑収入 0 1,080 ▲1,080  

収入合計 43,100 44,180 ▲1,080  

支出 

運営費 30,546 31,340 ▲794  

活動費 １２，554 12,840 ▲286  

支出合計 ４3,100 44,180 ▲1,080  

差引      
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【目標】
LINE友だち登録者数：
年間12,000人ずつ増加
（R7年度に60,000人）
※広島県の事例（2年弱で
友だち登録約23,000人）
を参考

【目標】
移住倶楽部会員数：
年間1,500人ずつ増加
（現在の会員数約3,000人
→R7年度に10,500人）

※これまで年間約500人の増
を3倍にする。

（１）業務量の削減・分析力の向上による生産性（効率性×効果性）の向上
【現状・課題】
問合せ電話対応に時間を取られる
新規相談者の情報をデータベースに
手動で入力
移住倶楽部会員への情報発信の手段
は郵送による通知（居住地域別の仕
分け作業あり）
移住者アンケートをアナログで実施
（対象者把握、発送、集計作業等）
統計資料・分析用資料を手動（エク
セル等）で作成

【デジタル化による対応】
★ チャットボットの導入によるセンター、市町相談窓口の省力化（基礎的な
質問にはチャットボットが対応）

○ 移住相談者情報のデータベース入力作業等の省力化（相談者自身による情
報登録）

○ ながさき移住倶楽部運営業務の省力化（デジタル会員証、LINE等による
情報配信、電子クーポンなど）

★ 移住者アンケートに係る業務の省力化（アンケート依頼をLINEにより配
信、回答、集計等もオンライン上で完結）

○ 各種統計資料・分析用資料作成業務の省力化、データの見える化による分
析力向上（システムでの図表作成） など

（２）移住の裾野の拡大・潜在移住者（これまで取り込めていなかった移住者）の顕在化
【現状・課題】
移住検討者（仕入れ）や移住予備軍
である関係人口をどう増やすか。
センターや市町相談窓口を介さない
移住者を把握できていない（必要な
人に、センターや市町による支援が
届いていない）

＜要因として考えられるもの＞
① 仕事等のため窓口開設時間に相談できない
② 面談や電話するのに気が引ける

【デジタル化による対応】
★ LINEのマーケティング・広告機能を活用したLINE友だち登録者獲得
★ チャットボットを活用した24時間365日の移住相談対応や、求人情報の
確認、移住倶楽部特典の利用がオンライン上でできることにより、これ
まで取り込めていなかった移住検討者を把握

★ チャットボットから市町情報を確認した人への市町相談窓口や独自会員
制度への誘導（市町から直接アプローチできる相談者が増加）

（３）ながさき移住倶楽部会員数の増加
【現状・課題】
LINE友だちから移住倶楽部会員へ
どう引き上げていくか。
相談者への連絡は電話やメール、郵
送での個別対応であり、検討状況に
応じて、熟度を高めていくための情
報を効果的・効率的に届ける手段が
ない。

【デジタル化による対応】
★ 興味関心に応じた各種情報のセグメント配信（市町の情報を含む）
★ セグメント配信、チャットボット利用状況、移住倶楽部特典利用履歴、
アンケート機能等を活用して移住に向けた進捗状況を把握

（デジタル化と平行して県で対応）
★ 移住倶楽部の魅力向上（関係人口も含めた会員特典の拡充、移住倶楽部会
員と先輩移住者・地元住民、移住コンシェルジュ等が交流できるコミュニ
ティーづくり等）

移住相談業務のデジタル化による効果と移住者の増加数（想定）

450人増/年
※現状（年1500人）
の3割増

450人増/年
※過去5年間の移住倶
楽部登録者（約
5,700人）のうち移
住決定者（約1,600
人）の割合約3割

★：市町にとってもメリットがあるもの

【目標】
相談窓口の対応能力（効
率性）を1.2倍に向上
相談対応の効果性を
1.1倍に向上

※一般的に、デジタル化により
2割程度の業務量削減効果（シ
ステム開発業者に聞き取り）

※分析力の向上による効果的な
相談対応

移住者の
増加数
（想定）
900人/年
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具体的検討（仕事や住まい探し） 移住・定住

デジタル化による移住相談等の充実・強化

ऒ
ो
ऽ
द
भ

ੌ

無意識・漠然 移住先の検討・情報収集

○ターゲティングによる
Youtube動画広告等

○都市部での移住相談会の開催
【東京・大阪・名古屋・広島・福岡】

○ながさき移住倶楽部の運営

○ターゲットを絞ったプロモーションの展開
（子・孫ターン、移住体験ツアー、動画作成・配信）

○県大阪事務所でのテレビ移住相談対応
○ながさきUIターン就職支援センター
（福岡市）での一次相談対応

○情報発信コーディネーターの活用
（よそ者・女性視点、地域との協働による情報発信）

○ながさき移住コンシェルジュに
よる移住・定住サポート

○地域おこし協力隊OB･OGネット
ワーク団体の設立

○無料職業紹介事業による就職支援

○３Win人材採用支援プロジェクト
（NISC、プロフェッショナル人材戦略拠点、
産業雇用安定センター等との連携）

○ながさき住まいるプロジェクト（住宅確保支援）

○【市町】空き家バンクの充実・お試し住宅の確保

○LINE登録を促す機会創出
（ファンイベント開催等）

○移住希望者同士の交流の場の創出
（オンラインサロン）
・移住検討者同士のつながり・悩み
を共有する場の創出

○オンライン移住相談会、オンライン
セミナーの本格展開

○移住コンシェルジュや先輩移住者
による交流の場の創出
（オンラインサロン）○県内就職相談と一元化した支援

・産労部「人材活躍支援センター」との連携
・AIによる県内就職支援（産労部検討中）

○県外情報発信拠点の充実
（日本橋長崎館の活用）

○【住宅課】移住者向け住宅確保加速化支援事業
（空き家活用団体による空き家の掘り起こし、情
報発信とマッチング）

○移住コンシェルジュや地域おこし
協力隊OB･OGネットワーク団体に
よる定住支援、中間支援団体の育
成・地域サポート体制の構築

○関係部局や市町の協力に
よる登録促進

■情報発信の手段は郵送による通知（居住地域別の仕分け作業あり）
■移住倶楽部の登録情報が移住者支援システムと連動していない
□情報を入手するにはHP等を自主的に閲覧しなければならない
□欲しい情報・必要な情報に気付かない

■活動停滞者へのフォローに十分対応できない
■クレーム対応へのロス発生
□対面・対話型の煩わしさ
□営業時間外の相談が不可能

■移住後のフォローが不十分
■アンケート調査の手集計・分析
□移住後の相談先がわからない

ୖ


■LINE登録から移住者支援システム（CRM）への連動が可能
■登録情報の属性に応じたプッシュ型による最適な情報を発信
■移住倶楽部特典の利用状況の把握が可能（新たなサービスの検討）
□プッシュ型で必要な情報のみの取得が可能
□対話型（チャットボット）で登録の煩わしさが低減
□移住倶楽部のカードレス化、クーポン取得が可能

○「ながさき移住ナビ」やSNSによる情報発信

■対応漏れの撲滅（放置によるクレーム低減）
■生産性の低い対応の縮減
■顕在化求人情報・住宅情報の提供
□AI相手で気軽に相談可能（365日・24時間対応）
□相談員に頼らないマッチング（自律的相談者）

■システムで移住者アンケートの実
施・分析・レポート化が可能

□移住コンシェルジュ等、地域の
キーマン情報の取得や交流

★LINE登録による移住の裾野の拡大 ★登録情報の活用による最適な情報発信と顧客管理機能の強化

※■支援側の課題・効果、□希望者・相談者側の課題・効果


ટ
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LINEを活用した移住相談業務のデジタル化（検討中）

移住者数の目標値：R7年度に年間３，２００人の達成のために

【デジタル化の目的】
① 新規相談者の拡大、移住者の裾野の拡大（相談者の利便性向上）
② 相談者（友だち登録者）の移住熟度を高めていくためのリテンション・
マーケティング対応能力の向上

【デジタル化でやりたいこと】
1. 移住相談業務のデジタル化

①移住相談におけるAIチャットボットの導入（24時間365日の相談対応）
②チャットボット等で登録した相談者情報の移住者支援システムとの連携
③「ながさき移住倶楽部」デジタル会員証
④登録情報を活用し、相談者の属性に応じた情報発信（セグメント配信）

2. AIを活用した情報収集・情報発信
①県内の観光情報、イベント情報等を自動的に収集する仕組みの構築
②収集した情報を、極力職員の労力をかけずにセグメント配信する仕組みの構築

3. AIを活用したマーケティング
①長崎県へ移住した方や相談対応中の方の属性（前住所、出身地、年齢、性別、家
族構成、職業など）と相談対応経過、移住先（移住希望先）等についてAIを活用
して分析し、今後の移住支援策や効果的な情報発信等に活用する仕組みの構築
②移住者、移住相談者へのアンケートシステム

• 好きな時に相談したい

• 対面や電話は煩わしい

• アナログ業務を効率化して、相
談対応や企画立案に集中したい

• 効果的な情報収集、情報発信で
移住検討者を増やしたい、移住
熟度を高めたい

NISC・市町

移住検討者

国内最多のユーザー数（R3.6：約8,800万人）
ユーザーが操作に慣れている
既にNISCアカウントあり
以下の機能に全て対応
• チャットボット機能
• デジタル会員証機能
• 顧客情報管理（LINEと別サーバー内）
• セグメント配信
• アンケート機能

など

LINEを活用したデジタル化
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□登録手続きの省力化
□入力ミス（メアド、電話番号
等）の削減デジタル移住倶楽部

・相談会来場履歴管理
・（相談カード発行連動＠各種相談会）

・過去の配信情報を「住まい」「仕事」
「リモートワーク」等に項目分類し、相
談者がいつでも閲覧

・移住検討段階や移住後におけるアンケート
調査

●24時間365日相談可能
●気楽に相談
●対人の煩わしさの軽減
□相談対応能力の向上

NISC

□効果的な情報発信
□既存情報発信ツールとの連動、統合
□情報発信作業の省力化、効率化

ユーザ

・会員特典（現）のクーポン化
・柔軟なクーポン運用
（期間限定キャンペーン等）

・クーポン使用履歴（実績）管理

●入会インセンティブ向上
●入会満足度向上
□利用状況の把握

・属性、関心項目に応じた情報配信
・各種イベントのDM（NISCで選択配信）

・各種イベントのDM（NISCで選択配信）
・属性、関心項目に応じた情報配信

LINEともだち

●長崎県への興味・関心の増
●UIターン先としての検討
□効果的・効率的な情報発信

●会員（所属）意識の維持
●入会インセンティブ向上
●入会満足度向上
●情報検索の利便性向上
□効果的・効率的な情報発信
□資料送付の省力化

プッシュ型通知機能

シナリオチャットボット

●会員（所属）意識の向上

会員証機能 プッシュ型通知機能

興味・関心項目閲覧機能

クーポン（特典）機能

LINEを活用した移住相談業務のデジタル化（相談登録→相談者管理イメージ）

登
録

Server

基本情報
関心項目

登録データデータ取込

◆行動分析
◆属性相関分析
◆配信最適化 等

アンケート機能

●回答の手軽さ
□アンケート実施、回収、集計、分析等
の省力化

□アンケート回収率の向上

県内市町
☆移住相談者情報の共有による効果的
な相談対応

☆効果的な情報発信
☆移住実績の把握
☆新たな移住支援施策への活用 など

情報共有

会員登録
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ながさき移住サポートセンター 令和３年度事業計画 
 

 

Ⅰ 基本方針 

県・市町の共通課題である人口減少（社会減）に歯止めをかけ、都市部から本県への

ＵＩターン促進を図るため、平成２８年４月、県と県内全市町が協働で運営する「なが

さき移住サポートセンター」（以下「センター」という。）を設立し、移住希望者を掘り

起こし、仕事・住まい等の相談から移住・定住・就業までのワンストップの支援体制を

構築するとともに、ターゲットを絞った情報発信を行ってきたところである。 

その結果、センターを介した移住者数は、平成２８年度は１６６人、２９年度は２２

１人、３０年度は３０３人、令和元年度は４３９人と、開設以来増加し続けてきたが、

令和２年度は２月末現在で３０２人と、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、

初めて減少に転じる見込みである。 

このことから、新型コロナウイルス感染症拡大を契機とした地方回帰の流れや多様な

働き方の進展など、地域間競争がますます激化する中にあって、これまでの取組方針を

基本としながらも、県・市町の役割分担を再整理したうえで、これまで以上に県・市町・

民間が連携を深め、移住者の視点に立って、移住検討から地域への定着まで途切れのな

い一貫した施策を展開していく必要がある。 

 

Ⅱ 事業目標 

センターを介した移住者数 ６００人 

 

Ⅲ 事業計画 

県や市町と連携しながら、 

「１．情報発信の強化」、 

「２．移住相談体制の充実・強化」、 

「３．就職・転職支援体制の強化」、 

「４．官民連携による移住・定住サポート体制への支援」 

を実施し、県外から本県への移住を促進する。 

 

１．情報発信の強化      

県や市町の施策と連携を図りながら、移住促進に係る県内の仕事、住まい及び暮ら

しやすさ等の情報について、本県の魅力や強みを打ち出すとともに、ターゲットを絞

り、効果的に移住希望者に届く情報発信を行う。 

 

（１）「ながさき移住ナビ（公式ホームページ）」の運営 

   ①県市町の移住施策の情報発信の充実 

   ②地域情報の収集、発信の充実（市町の情報発信の連携強化） 

   ③無料職業紹介事業による就職・転職支援情報の充実 
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（２）各種広報ツールの活用 

   ①情報冊子「ながさき移住のススメ」やリーフレット等の作成、配布 

   ②ＳＮＳ（フェイスブック、インスタグラム等）による定期的な情報発信 

③ＮＰＯ法人ふるさと回帰支援センター内の展示パネルブースによる情報発信、ポ

スター掲示、市町移住パンフレットの設置等 

④公共交通機関の待合所等へのリーフレットの設置 

⑤日本橋長崎館など県外拠点における移住関係パンフレット等の設置 

 

（３）ながさき移住倶楽部の運営 

   ①移住施策のデジタル化（LINE を活用した入口戦略の強化）に合わせ、本倶楽部の

リニューアルに伴う現会員への再アプローチとともに、新規会員入会の促進、会

員の情報管理 

②本倶楽部会員への定期的情報発信による会員の具体的移住検討への誘導 

   ③ながさき移住応援隊の拡充と特典の充実を図るとともに移住に関する情報の提供 

 

（４）ＡＩ技術を導入した効果的な情報発信のシクミの構築 

①ＬＩＮＥを活用した移住希望者等の情報を取得し、ＡＩによるニーズや属性に応

じた効果的な情報発信 

②ＡＩによる登録者の熟度やフェーズに対応した最適なフォロー 

 

（５）孫・子ターン推進のための取組（県との連携） 

①お盆や年末の帰省時期における集中的な情報発信 

・県が作成したＵターン促進動画の活用等 

・帰省時期を狙った新聞広告 

②県・市町広報紙、県政番組等での県内向け情報発信 

③コンビニ・スーパー等へのポスター掲示等 

 

２．移住希望者の掘り起こし  

都市部（東京、大阪、名古屋及び福岡）での移住相談会を企画・開催するとともに、

オンラインによる移住相談会・オンラインセミナーを本格展開し、リアル相談会とオ

ンライン相談・オンラインセミナーのハイブリッド型「ながさきスタイル」の相談体

制を確立する。 

 

（１）移住相談会等の企画・開催・参加 

①センター主催 

・相談会等の位置付けを「大/移住相談会」と「小/個別相談会」に区分し、それ

ぞれの目的に応じた効果的なテーマを設定のうえ企画・運営 

・Ｒ３年度は、新型コロナウイルス感染症拡大の状況を踏まえ、上半期はオライ

ン相談会を中心に転職個別相談会を開催し、下半期に大規模相談会を予定（計

画は別紙のとおり） 
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※東京３回（大１回・小２回）、大阪４回（大１回・小３回）、名古屋３回（大

１回・小２回）、福岡３回（大１回・小２回）、その他１回（小１回） 

※オンライン相談会・オンラインセミナー３回×３エリアまたはグループ 

※東京会場は、ふるさと回帰支援センターの他に、アンテナショップ（日本橋

長崎館）、移住交流情報ガーデン等効果的な開催場所を検討 

※来場者アンケート等を実施し、分析のうえ、今後の企画立案に活用 

 

【センター主催相談会の区分・パターン】 

 ○大/移住相談会 

パター

ン 
スタイル 内 容 想定ターゲット 目的/着地 

市町参

加 
予約不要 

各市町ブース＋企画

モノ 

(NISC 含めて 10～25

ブース) 

現役世代、悠々自

適世代、テーマ/企

画に反応しそうな

方々 

新規相談者獲得 

既存相談者と各

市町との引き合

わせ 

企業参

加 
予約不要 

各市町ブース＋企業

ブース 

(NISC 含めて 15～25

ブース) 

現役世代、UIターン

転職検討者 

新規相談者獲得 

既存相談者と企

業との 0 次面接 

 

 ○小/個別相談会 

パター

ン 
スタイル 内 容 想定ターゲット 目的/着地 

転職個

別 

完全予約

制 

転職相談に特化 

(1組 45分で概ね 8～

16 枠を設定) 

・保有スキルやこれ

までの経験/キャリ

ア、希望等のヒアリ

ングまでとし求人案

件の紹介は基本的に

行わない 

現役世代、UIターン

転職検討者 

※ 定 年 後 の シ ニ

ア、新卒者は基本

的には対象外 

既存相談者を次の

フェーズへ 

市町参

加 

予約不要 

or 

予約制 

大相談会の小規模版 

(NISC 含めて 4～5 ブ

ース) 

・テーマ等も市町希

望/企画を柔軟に取

り入れる 

テーマ/企画に反

応しそうな方 
新規相談者獲得 
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NISC 単

独 

要予約 

＋ 

飛込み歓

迎 

よろず相談型 

（予約の有無に係ら

ず開催） 

・NISC 単独で可能な

企画等については取

込みを検討 

Ex）長崎で起業、キャ

ンピングカーに特化

したもの、産雇 C ブ

ースを構えた就職相

談 等 

UI ターン検討者 
NISC の周知＞新規

相談者獲得 

 

○オンライン相談会（完全オンライン） 

パ タ ー

ン 
スタイル 内 容 想定ターゲット 目的/着地 

市 町 参

加 

完全予約

制 

各市町をエリアまた

はグループで区分。 

全参加者/市町等もオ

ンラインにて参加 

現役世代、悠々自

適世代、UIターン転

職検討者等 

新規相談者獲得 

 

○オンライン相談会（オンライン＋リアルのハイブリッド） 

パターン スタイル 内 容 想定ターゲット 目的/着地 

市町参加 
完全予約

制 

各市町をエリアまた

はグループで区分。 

参加者はオンライン、

参加市町は会場集結

のリアル+オンライン

のハイブリッド型。 

現役世代、悠々自

適世代、UIターン転

職検討者等 

新規相談者獲得 

 

○オンライン相談会（オンライン+オンラインセミナー） 

パターン スタイル 内 容 想定ターゲット 目的/着地 

市町参加 
完全予約

制 

各市町をエリアまた

はグループで区分。 

またセミナー等をオ

ンラインにて組み合

わせて実施。 

現役世代、悠々自

適世代、UIターン転

職検討者等 

新規相談者獲得 

 

②市町主催の移住相談会への支援 

 ・ふるさと回帰支援センターのセミナースペース（無料枠）や移住・交流情報ガ

ーデン等を活用した市町主催の相談会等の実施を支援 

③他団体主催イベントへの参加 

・東京、大阪、福岡及び県内で開催される移住関連イベントにブースを出展 
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例）九州合同移住相談会、ふるさと回帰フェア（東京・大阪）、JOIN フェア、合

同企業面談会、転職フェア、新・農業人フェア、農業法人等就職･就農相談

会等 

 

（２）デジタル技術の活用による相談対応の充実・強化 

①ＬＩＮＥやＡＩを活用した入口戦略の強化 

・ＬＩＮＥを入口とした潜在・顕在移住希望者の囲い込みと「ながさき移住倶楽

部」の会員登録促進を図るとともに、ＣＲＭ（移住者支援システム）との連動

及びＡＩ技術を活用した相談対応の充実 

 

②「移住者支援システム」を活用した各市町との移住希望者情報の共有促進 

・より多くの市町と共有を図り、移住希望者の対応状況を管理する「移住相談者

カルテ」や企業の「会社概要、求人内容」の情報をリアルタイムで管理 

 

（３）市町移住推進体制への支援（Ｒ３年度市町支援・連携員の配置） 

①市町相談員・担当者の人材育成支援 

・移住相談対応業務研修等の企画・実施 

②移住相談傾向の分析・研究 

・移住希望者の相談傾向についての詳細分析を行い定期的な情報提供 

③広域連携支援 

・連携中枢都市圏構想による移住促進の取組や、近隣市町や関係性のある市町が

連携した取組の推進及び支援 

 

（４）住宅確保支援体制の強化 

①「ながさき住まいるプロジェクト」（県住宅支援員）との連携により、移住希望者

のニーズに沿った住宅確保支援の強化 

②県住宅課・市町（空き家活用団体）との連携による住宅確保支援の強化 

 

（５）県外相談拠点の充実 

①東京窓口（ふるさと回帰支援センター業務委託）の運営 

・関東圏の移住希望者の相談対応（長崎本部、各市町へのつなぎ） 

②県大阪事務所との連携 

・関西圏での相談対応を強化するため、大阪事務所において、テレビ会議システ

ムを活用した移住相談対応（完全予約制） 

③県ながさきＵＩターン就職支援センター（福岡市）との連携 

・福岡圏における移住相談の一次対応 

④日本橋長崎館の活用促進 

・イベントスペースを活用した市町主催移住相談会等の実施を促進 
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３．就職・転職支援体制の充実・強化 

   県外在住で本県への就職を希望している方に対して、県内の仕事を紹介・斡旋し、

就職までの徹底したサポートを行う。 

 

（１）長崎本部の就職支援体制の強化 

   ①引き続き、ＵＩターン人材が希望する職種（主に非公開求人、潜在求人）へのマ

ッチングを強化 

②企業との接点を増やすとともに、求人企業への営業活動を強化し、提案/推薦可能

な求人企業数の増加と採用支援強化（産業雇用安定センター、プロナとの更なる

連携推進） 

③支援を希望する求職者数の増加を見据え、②により HW 求人や 3win 連携求人以外

の顕在求人数の増加と求人企業との良好な関係を構築し、決定/成約件数の増加

を図る 

 

 （２）ながさき人材採用支援プロジェクト「３win」の体制確立 

①長崎県プロフェッショナル人材戦略拠点、（公財）産業雇用安定センターとのさら

なる協働推進 

②プロジェクトとの協業にメリットのある組織に対して参加を促すなど、構成メン

バーの再構築を図るとともに、業務協定等による転職支援体制の強化 

③県内企業に対する「中途採用意欲醸成とノウハウ向上」を目的とした啓発セミナ

ーやイベントの実施 

④県内企業の潜在求人、非公開求人のニーズ発掘と大企業在籍のハイスペック人材

とのマッチングを進める「超選社工房」のさらなる促進 

      

（３）県関係部局が担う産業分野でのＵＩターン人材確保対策の強化 

①長崎県人材活躍支援センターとの相互連携、求人情報等の共有 

・県と労働局による「長崎県雇用対策協定に基づく事業共同実施計画」のＵＩタ

ーン対策に位置付けた連携強化 

・女性・高齢者・障害者等の就職支援について、「ウーマンズジョブほっとステー

ション」や「ながさき生涯現役応援センター」、「障害者就業・生活支援センタ

ー」等との連携 

②人材確保が困難な業種（医療・福祉・介護等）への対策強化 

・関係部局や市町との連携による採用困難業種別のイベント等の開催 

 

 （４）「ながさき移住ナビ」の就職・転職支援ページの充実・活用 

   ①「魅力的な長崎の企業」等、センターの就職支援ページの更なる活用と情報発信

の強化 

②求人取扱/申込受付等のポータルとしての告知強化 

③国の「わくわく地方性活実現政策パッケージ」による求人情報提供マッチングサ

イト（Ｎなび）との連携 
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④Google Adwords での「長崎 就職 転職」のキーワードに対するＳＥＯ対策や

Facebook、LINE 等のＳＮＳとのメディアミックスを更に進め、ＵＩターン転職希

望者の獲得を強化 

 

 （５）転職個別相談会の充実・強化 

   ①ＵＩターン転職の本気度が高い方を対象とした完全予約制の転職個別相談会を引

続き開催し、転職者支援の強化と移住実績増加に繋げる 

   ②産業雇用安定センターが参加する転職個別相談会を開催し、転職活動/支援のス

ピードアップを図る 

③これまでの東京・大阪・名古屋・福岡に加え、広島や移住相談傾向の高い地域で

も開催を検討 

 

 （６）関係各機関、部局との情報連携・収集 

    誘致企業：長崎県産業振興財団 

創業承継：長崎県産業労働部経営支援課、長崎県信用保証協会、中小企業診断士

協会、事業引継ぎ支援センター 

    農  業：長崎県農林部農業経営課、新規就農相談センター 

    漁  業：長崎県水産部経営支援室、ながさき漁業伝習所 

林  業：長崎県農林部林政課、長崎県林業協会 

 

４．官民連携による移住・定住サポート体制への支援 

常に移住希望者の目線に立ち、移住希望者がスムーズに相談できるような体制や、

移住後はその地域に住み続けてもらうための定住支援体制を、市町等と連携しながら

整備していく。（Ｒ３年度市町支援・連携員の配置） 

 

（１）ながさき移住コンシェルジュ等との連携・協働推進 

①移住コンシェルジュや先輩移住者、地域おこし協力隊、地域住民との意見交換会

等の開催により、地域ぐるみで移住・定住を支える機運を醸成 

 

 （２）移住を支援・後押しする民間企業や団体との連携強化 

   ①長崎県信用保証協会や金融機関、誘致企業、県人会・同窓会組織などと連携し、

行政以外も巻き込んだ官民で移住を推進する環境を整備 
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収入の部 （単位：千円）

区　　　分 予算額 摘　　　　　　要

県 負 担 金 21,550

市 負 担 金 19,395
長崎市、佐世保市、島原市、諫早市、大村市、平戸市、松浦市、

対馬市、壱岐市、五島市、西海市、雲仙市、南島原市

町 負 担 金 2,155
時津町、長与町、東彼杵町、川棚町、波佐見町、小値賀町、

佐々町、新上五島町

雑 収 入 0

合　　　　　計 43,100

支出の部 （単位：千円）

区　　　分 予算額 摘　　　　　　要

19,426 職員給与費（5名分）

運 営 費 10,419 東京窓口設置費（有楽町ふるさと回帰支援センター委託料）

701 長崎本部設置費（備品・消耗品費等）

計 30,546

5,561 センター主催移住相談会開催経費

活 動 費 1,045 他団体移住相談会参加経費等

1,948 ホームページ運営等情報発信に要する経費

250 ながさき移住倶楽部の運営経費

1,280 市町支援・官民連携促進に要する経費

2,470 その他活動経費

計 12,554

合　　　　　計 43,100

令和3年度　ながさき移住サポートセンター収支予算
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